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平成24年６月20日（水曜日）

午前10時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第２号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○報告第１号 専決処分の承認を求めることに

ついて(平成23年度宮崎県一般

会計補正予算(第７号))

専決処分の承認を求めることに○報告第２号

ついて 宮崎県税条例の一部を(

改正 る条例)す

○報告事項

・平成23年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙３）

（ ）・宮崎県国民保護計画の変更について 別紙６

○請願第16号 消費税増税に反対する旨の意見

書を国に提出することを求める

請願

○請願第19号 集団的消費者被害に係る訴訟制

度の創設に関する請願

○請願第20号 「緊急事態基本法」の早期制定

を求める意見書提出を求める請

願

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・今夏の電力需給対策について

・宮崎県県民意識調査結果の概要について

・国の出先機関改革の動向について

・中山間地域産業振興センター設置事業につい

て

・平成23年度における行財政改革の取組状況に

ついて

・宮崎県における事務処理の特例に関する条例

の一部改正について

・平成の市町村合併について

・宮崎県における竜巻・津波対策について

・宮崎県業務継続計画（本庁版ＢＣＰ）の概要

について

・西臼杵３町の消防常備化について

出席委員（８人）

委 員 長 黒 木 正 一

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 外 山 三 博

委 員 星 原 透

委 員 宮 原 義 久

斌 彦委 員 岩 下

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 稲 用 博 美

総 合 政 策 部 次 長
城 野 豊 隆

（政策推進担当）

総 合 政 策 部 次 長
舟 田 美揮子

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 金 子 洋 士

副参事（記紀編さん
大 西 祐 二

記 念 事 業 担 当 ）

秘 書 広 報 課 長 甲 斐 正 文

広 報 戦 略 室 長 藪 田 亨

統 計 調 査 課 長 稲 吉 孝 和

総 合 交 通 課 長 日 下 雄 介

中山間・地域政策課長 川 原 光 男

生活・協働・男女参画課長 松 岡 弘 高
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交通・地域安全対策監 横 山 一 夫

文化文教・国際課長 日 髙 正 憲

人権同和対策課長 田 村 吉 彦

情 報 政 策 課 長 長 倉 芳 照

総 務 部

総 務 部 長 四 本 孝

危 機 管 理 統 括 監
橋 本 憲次郎

兼 危 機 管 理 局 長

総 務 部 次 長
亀 田 博 昭

（総務・職員担当）

総 務 部 次 長
茂 雄 二

（財務・市町村担当）

危 機 管 理 局 次 長
大 坪 篤 史

兼 危 機 管 理 課 長

部参事兼総務課長 柳 田 俊 治

人 事 課 長 武 田 宗 仁

行 政 経 営 課 長 片 寄 元 道

財 政 課 長 福 田 直

税 務 課 長 吉 本 佳 玄

部参事兼市町村課長 鈴 木 一 郎

総務事務センター課長 花 坂 政 文

消 防 保 安 課 長 厚 山 善 光

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 馬 場 輝 夫

議 事 課 主 査 佐 藤 亮 子

ただいまから総務政策常任委員○黒木委員長

会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、お手元に配付した日

程案のとおりでよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○黒木委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時２分休憩

午前10時４分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

まず、本委員会への報告事項について、部長

の概要説明を求めます。

。○稲用総合政策部長 総合政策部でございます

よろしくお願いいたします。

今回御報告いたします内容につきまして、御

説明いたします。

まず初めに、報告事項についてでございます｡

お手元の平成24年６月定例県議会提出報告書の

７ページをお開きいただきたいと思います。

平成23年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いてであります。この表の一番上の２つが総合

政策部の関係であります。これは、平成23年度

の議会において御承認いただきました繰越事業

について、地方自治法施行令第146条第２項の規

定に基づき、御報告するものであります。

続きまして、その他の報告事項が４件ござい

ます。お手元にお配りしております総務政策常

。任委員会資料をごらんいただきたいと思います

表紙裏の目次をごらんいただきますと、１つ

目が、今夏の電力需給対策について、国におき

まして電力の需給対策が決定されましたので、

それを報告するものであります。

２つ目が、宮崎県県民意識調査についてでご

ざいます。調査結果の概要を御報告するもので

あります。

、 、３点目が 国の出先機関改革の動向について

前回の常任委員会から新たな動きがありました

ので、その概要を御報告するものであります。

最後に、中山間地域産業振興センター設置事
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業について、５月に設置いたしましたセンター

の概要を御報告するものであります。

それぞれの詳細につきましては、担当課長か

ら説明させます。

私のほうからは以上でございます。

次に、報告事項についての説明○黒木委員長

をお願いします。

私のほうから平成23年度○日下総合交通課長

宮崎県繰越明許費繰越計算書のうち、総合交通

課の繰越明許費について御報告いたします。

平成24年６月定例県議会提出報告書の７ペー

ジをお開きいただければと思います。表の一番

上の事業名「南宮崎駅バリアフリー化設備整備

費補助事業」をごらんください。この事業は、

鉄道利用者の利便性や安全性等を向上させるた

め、事業主体であるＪＲ九州に対して、国、宮

、崎市と協調して助成を行うものでございまして

翌年度への繰越額は、4,980万1,000円となって

おります。これは、ＪＲ九州においてバリアフ

リー化の工法が変更されましたこと等によりま

して、年度内の事業完了が困難になったことか

ら繰り越しとなったものでございます。以上で

ございます。

情報政策課の繰越明許費○長倉情報政策課長

につきまして、報告いたします。

表の上から２番目の事業名「携帯電話等エリ

ア整備事業」をごらんください。この事業は、

県内における情報通信格差を是正するため、携

帯電話等の基地局施設を整備する市町村に対し

て助成を行うものであり 翌年度繰越額は 6,413、 、

万6,000円となっております。この繰り越しは、

事業主体である椎葉村において、用地が分収林

であったことから、用地交渉に不測の日数を要

したことにより、予算の一部を繰り越すことに

なったものであります。以上であります。

、○黒木委員長 執行部の説明が終わりましたが

報告事項について質疑はありませんか。

お尋ねいたしますが、携帯電話等○有岡委員

エリア整備事業と直接は関係しないかもしれま

せんが、昨年、アナログからデジタルに変更に

なった関係で、受信が厳しい地域があるという

お話がありまして、件数はわずかだったんです

けれども、場合によっては衛星での視聴、そう

いったことも議論されたかと思うんです。この

事業の中に入るかどうかわかりませんが、情報

がありましたら、教えていただきたいと思いま

す。

地上デジタル放送の関係○長倉情報政策課長

でございますけれども、ただいま御説明申し上

げました携帯電話の関係は、あくまでも携帯電

話の鉄塔を建てる事業でございまして、直接は

地デジ化とは関係ございません。地デジにつき

ましては、昨年度、地デジ化ということでアナ

ログ放送から移行したわけでございますけれど

も、基本的には、全国と比較しますと、地デジ

の難視聴対策が必要な世帯は比較的少のうござ

いまして、おおむねスムーズに移行したという

ふうに考えております。しかしながら、アナロ

グ放送からデジタル放送に変わりましたことに

よって、放送を受信できなくなった世帯で難視

聴対策が間に合わなかった世帯が、まだ25地

区218世帯残っております。これらの世帯につき

ましては、現在、衛星による放送、簡単に申し

上げれば衛星のほうからキー局の番組をごらん

になっていただいている。ＵＭＫとかＭＲＴの

番組は見られないという形でごらんになってお

られます。これらにつきましては、今、国が設

けましたデジサポや通信事業者等によっての対

応が進められておりまして、それぞれ地元と話

をしながら、例えば、共聴アンテナを設けます
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とか、ＣＡＴＶ、いわゆるケーブルテレビのほ

うに移行していただくとか、そういった難視聴

対策を行う方向での話し合いがされているとこ

ろであります。都道府県といたしましては、こ

れが国策によりまして行われた事業であります

ので、国において責任を持って、衛星放送が終

了するまでの間に地上デジタル放送の視聴がで

きるような形で措置いただけるようにお願いを

しているところでございます。

それでは、携帯電話に関連する分○有岡委員

野ですが、椎葉村のほうの基地局整備等を考え

ていらっしゃるようですが、情報格差として携

帯電話が受信できない地域がかなりあるのかど

うか。事業費を繰り越しすることによって、ま

だ携帯電話が入らない地域が多いのか そういっ、

たことも情報として持っていらっしゃればお願

いします。

携帯電話の不感地域、こ○長倉情報政策課長

の不感地域という概念は、人々が住んでいらっ

しゃる居住地において携帯電話が使えないとい

うようなところを指しておりますけれども、23

年度末、ことしの３月末で不感地域であるとこ

ろは13市町村40地区の507世帯となっておりま

す。今年度予定されている事業地区を合算しま

すと、今年度末では473世帯になる予定になって

おります。

私どもといたしましては、ただいま持ってお

ります補助事業等により整備を進めますととも

に 実際、今、可住地域において、地域が整―

備を求めて、市町村もそれが必要だと認めたも

のでないとなかなか整備が進まないというのが

１つ。それともう一つ、事業者にとって採算性

がよくない地域、言ってみれば数人しかいない

地域等が多くなってございますので、不感地域

の解消、それとまた携帯電話の特質であります

移動中でもどこでも使えるというようなものの

解消はなかなか難しいと考えておりますので、

その他の地域、例えば観光地でありますとか、

生活道路として通行が多い地域、人が住んでい

なくてもそういったようなもの等では整備でき

ないかということで、昨年度から事業者等に個

別にお願いしておりまして、少しずつ成果が出

ておるところでございます。今後もこういった

取り組みを続けていきたいと考えております。

ありがとうございました。ぜひ、○有岡委員

不感地域が解消されることをよろしくお願いし

たいと思います。

南宮崎駅の繰り越しが約5,000万上○鳥飼委員

がっているんですけれども、事業がどの程度進

捗しているのかを含めて、簡単でいいです。説

明をお願いします。

今、御質問いただきまし○日下総合交通課長

た南宮崎駅のバリアフリー化工事の進捗状況で

ございます。平成24年３月中に電気関連工事の

設計については終えたところでございまして、

この５月から工事が開始されているという状況

でございます。平成24年６月、今現在でござい

ますが、軌道の改良工事、支障物の移設工事、

。信号工事を行っているという状況でございます

これらはいずれも、今年度中に終わるという状

況でございます。ちなみに、今年度予定といた

しまして １期工事でございますけれども ホー、 、

ム１番乗り場のエレベーターの設置、ホーム２

番乗り場の拡張拡幅工事、それに関連いたしま

、して線路の切りかえやホームの上屋の改良工事

電気・信号ケーブルの工事、そういったものを

今年度中、第１期工事として実施するという予

定でおります。

２期工事についても予定されているところで

ございますが ２期工事といたしましては ホー、 、
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ム２番乗り場のエレベーターの設置、駅舎のほ

、 、うのエレベーターの設置 多目的トイレの設置

それに関連いたしました工事、電気や信号ケー

ブルの工事、こういったものを２期工事として

。行うことが予定されているところでございます

２期工事が終了するのは25年度と○鳥飼委員

いうことになると思っていいんですか。

現段階では、24年度、今○日下総合交通課長

年度中に並行して実施することを予定している

ところでございます。

24年度で南宮崎駅については終了○鳥飼委員

するだろうというふうに理解します。答弁はい

いです。

、○日下総合交通課長 ２期工事につきましては

進捗状況を踏まえまして、繰り越すことが起き

るのかどうか、また御相談をさせていただきた

。いというふうに考えているところでございます

丁寧に説明をいただきまして、わ○鳥飼委員

かりました。この間、委員会で都城駅に行った

んですけれども、あそこもバリアフリー化とい

。うことで工事をするということだったんですが

私は南宮崎駅の現地は見ていないんですけれど

も、都城は地下通路で２番線とかに行っている

んですね。それを１番乗り場からエレベーター

で上に上がって、エレベーターで下がるという

ふうになっているんです。エレベーターを使う

必要のある人、バリアフリー化を望む人でも、

たくさんいる場合とか、ある程度階段をおりる

ことが少しはできる場合もあるわけです。そう

すると、上るけれども、ホームにおりていく階

段がないんです。１番乗り場でエレベーターで

上がります。そして渡ってエレベーターでおり

、 、るんですけれども エレベーターでおりる前に

そこのエレベーターに乗るところから階段でお

りるところがあれば、利用者というか、配慮す

べき人たちにとってはかなりプラスになるんで

はないかなというふうに私どもは感じて、川原

部長とそこで話をしたんですけれども、現状で

はそれは対象になっていないというようなこと

なんですけれども、状況の御説明をお願いいた

します。

都城駅におきましても、○日下総合交通課長

御指摘いただきましたとおり、今年度からバリ

アフリー化の工事を予定しているところでござ

います。当初の予定でございますと、上にエレ

ベーターのみの跨線橋をかけて、そちらを対象

とした工事を行うという方向でございます。た

だ、御指摘のとおり、そういたしますと、上の

ほうについては完全にエレベーターのみという

形になって、２つに分かれていくということに

なりますので、おっしゃるとおり、利便性の面

等で必ずしもよくない面もあり得るのかなとい

、 、 、 、うことで ＪＲ九州のほうでは 現在 利便性

円滑性、安全性、そういったものを勘案して、

当初の設計を見直すことも含めて御検討されて

いるということを伺っているところでございま

す。現時点においては、見直しも含めた御検討

をされているという状況でございます。

わかりました。せっかくつくるの○鳥飼委員

であれば、利用者に利便性の高いものをつくる

べきだと。事業者の責任でというのはもちろん

あるんですけれども、県でこれまで支援をして

きたような形で何かできるものがあるとするな

らば、それをしっかりと対応していただきたい

ということをお願いしておきます。

ほかに質疑はありませんか。○黒木委員長

それでは、次に、その他の報告事項の説明を

お願いします。

それでは 委員資料１ペー○金子総合政策課長 、

ジ、今夏の電力需給対策について御説明申し上
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げます。

御案内のとおり、ことしの夏は電力需給の逼

迫が懸念されており、先般、政府のほうから全

国的な電力需給対策の方針が示されたところで

ございます。九州電力管内におきましても、需

給見通しは、ピーク時の電力供給予備率がマイ

ナス2.2％というふうな厳しい状況もありまし

て （２）の①の記載にありますように、節電要、

請というのがございました。まず、７月２日か

ら９月28日までのお盆の期間を除く、平日の９

時から20時までは数値目標を伴わない一般的な

節電、そして７月２日から９月７日までのお盆

の期間を除く平日の９時から20時までは、猛暑

であった一昨年比10％以上の節電要請がそれぞ

れなされております 特に 電力需要が高まる13。 、

時から17時までは重点的な節電というのが求め

られております。②にありますように、需給逼

迫時には、政府から警報があらかじめ発令され

、 、まして 報道機関や地方自治体等の協力を得て

緊急節電要請を行うという流れになっておりま

す。また、火力発電所のダウン等、万が一に備

えて計画停電の準備を行うというふうにされて

おります。

（３）でありますが、県に対しまして、節電

に率先して一定取り組むこと、あるいは国の対

策について、市町村や関係団体等に周知するよ

う依頼がありまして、それぞれ対応済みでござ

います。

（４）の計画停電でございます。国によりま

すと、節電に協力すれば基本的には実施されな

、 、いということでありますが 万一に備えまして

①に１回の停電は２時間程度とする。計画停電

のグループ割りやスケジュール等はカレンダー

の形で事前に公表される。③医療機関や鉄道・

金融システム等はできる限り影響を緩和する。

④に、手順としまして、警報を発令しても計画

停電を回避できないときは、まず九電から前日

の夕方に実施予定のアナウンスをし、実際に行

う場合は、２時間程度前までにアナウンスをす

るなど、これらは今、一定の方向性だけ示され

ておりまして、具体的には、現在、国と電力会

社において協議・検討が鋭意なされていると

伺っており、具体的なものは今月下旬には示さ

れるというふうに伺っているところでございま

す。

御案内のとおり、大飯原発の再稼働について

の政府の方針は示されましたものの、九州管内

は依然として10％の節電を求められております

ので、県としましても県民への周知と節電の呼

びかけに努めてまいりたいと考えております。

続きまして、２ページをお願いいたします。

宮崎県県民意識調査の結果についてでございま

す。別冊として調査の本冊をお配りさせていた

だいております。

まず、この調査は、今後の県政運営や新たな

施策立案の検討に活用することを目的として調

査したものであり、平成16年度から毎年実施し

ております。調査は本年２月から３月にかけて

行いまして 無作為に抽出しました県内在住の20、

歳以上の方3,500名のうち 約半数に当たる1,839、

人から回答を得ました。

２に調査結果の概要を表示してございます。

まず （１）から（３）までは生活意識について、

尋ねたものでありまして、今の暮らしの満足度

や地域に住み続けたいという割合は、若干です

が、前回調査よりは下がっております。また、

新しい総合計画には新しい「ゆたかさ」の創造

を目標に掲げておりますけれども （３）にあり、

ますとおり、その「豊かさ」の県民の皆様のイ

メージにつきましては 「心身の健康」や「衣食、
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住の充実 「家族や周囲との良好な人間関係 、」、 」

さらには「恵まれた自然 、そういったものを重」

視する人が多く、満足度も高くなっております

が、その一方で、上から４番目にあります「収

入や資産が多いこと」につきましては、満足度

が21.1％とかなり低くなっておりまして、ここ

らあたりに県政の課題があるというふうに受け

とめておるところでございます。

、（ ） （ ） 、続きまして ４ から ６ につきましては

前回より数値が上昇したものを記載してござい

ますが、特に（５）でございます。本県の医療

体制について満足している人の割合は、この数

値は、18年度から21年度ぐらいにかけましては

、大体30％台前半の数値で推移しておりましたが

今回は41.4％と上昇しているというのが特徴的

かと見ております。

最後に （７）でございますが、今回の調査か、

ら新たに設定した項目で、県政情報に接する機

会としては、紙媒体である「県広報みやざき」

の比率が大きくなっているという結果が出たと

ころでございます。

県では、この調査結果を踏まえまして、県民

ニーズを踏まえた施策展開に一層努めてまいり

たいと考えております。

続きまして、資料の３ページをお願いいたし

ます。国の出先機関改革の動向についてでござ

います。

この件につきましては、随時、当委員会等に

おきまして御報告させていただいておりますけ

れども、今回は、４月にありました委員会以降

の議論の動向、あるいは先日、内閣府から示さ

れた法律案について御説明させていただきたい

と思います。

まず、これまでの経緯でございますが、本件

につきましては、①にあります地域主権戦略大

綱、②にありますアクション・プランにおいて

示されました出先機関の原則廃止という政府方

針に基づき検討が進められており、④にありま

すとおり、本年４月には、制度の基本構成が了

承されたところでございます。それから、⑤に

ありますとおり、アクション・プラン推進委員

会におきまして法律案の骨子が固まったところ

でございまして、⑥でありますように、今月８

日のアクション・プラン推進委員会で内閣府よ

り、法律案が示されているという状況にござい

ます。

その法律案の概要について４ページ以降で御

説明させていただきます。

まず、２の基本理念でございますが､ 地域の

自主性及び自立性の十分な発揮、住民の福祉の

向上、国・地方を通じた行政の効率化、こうい

う３つの理念が掲げられているところでござい

ます。

３に対象が載っておりますが、この制度を利

用できる主体となるのは、北海道及び沖縄以外

の地域におきます地方自治法上の広域連合を

ベースとした特定広域連合というふうにされて

おります。それは、現在の国の出先機関の管轄

区域等包含するものというふうにされておると

ころでございます。次ページに参りまして、移

譲対象機関でございますが、経済産業局、地方

整備局、地方環境事務所の３つが掲げられてお

ります （３）に移譲事務というふうにあります。

が、法令の規定というふうにございまして、法

律案には移譲の対象となる法律名のみ掲げられ

ておりまして、具体的な事務は政令にゆだねら

れているというふうな状況になっております。

次に、５ですけれども、移譲に係る手続とし

ましては、政府が、移譲に関する基本方針を閣

議決定により定めるというふうにされていると
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ころでございます。

６ページに参りまして、６の①にあります、

特定広域連合等は、政府が閣議決定しました基

本方針に沿いまして、あらかじめ関係地方公共

団体の意見を聞いた上で、議会の議決を経て移

譲計画を策定し、内閣総理大臣に計画の認定を

申請するということになっております。④にあ

りますとおり、内閣総理大臣は、計画の認定に

当たっては、国の関係行政機関の長の同意を得

なければならないというふうにされているとこ

ろでございます。

次に、７ページの７の事務等の移譲という欄

、 。がございますけれども これの②でございます

ここにつきましては、国から連合に移譲されま

した事務の適正な執行を確保するために、国の

関与についての取り扱いが定められております

けれども、具体的には、政令で定めるという形

で、やはりこれも政令にゆだねられているとい

う状況でございます。

続きまして、８ページに参りますけれども、

８の執行機関のあり方ということで、②でござ

います。当法律案では、独任制の長を置くとい

うふうにされておりまして、その下に、条例の

制定・改廃とか予算の調製、実施計画の作成、

そういった重要事項についてあらかじめ構成団

体の意見を聞くための機関として「特定広域連

合委員会」なるものを設置できるというふうに

されているところでございます。

、 、 、それから ③にありますとおり 長を補佐し

移譲事務等を監督するために、移譲機関ごとに

常勤の職を設けるというふうにされているとこ

ろでございます。

、 、次に 大規模災害時等の対応といたしまして

⑥でございますが、国は地方に職員の派遣等の

要請をし、地方側は、著しい支障がない限り応

ずる義務があるというふうにされております。

また、⑦にありますとおり、さきの東日本大

震災クラスの災害のときには、国が地方に対し

て職員の派遣等を指示という形で、より強い国

からの働きかけがあるというふうな規定になっ

ているところでございます。

法律案のポイントは以上でございますが､御説

明しましたとおり、移譲対象となります事務の

範囲ですとか、あるいは国の関与の形態は政令

でゆだねられているというふうなこと。それか

ら、最も重要な財源につきましては、９ページ

の９の（２）にありますとおり 「必要な財政上、

の措置を講ずる」という非常に抽象的な表記に

とどまっておりまして、不明確なままという状

況でございます。

国におきましては、今国会の法案提出を目指

しているというふうに伺っておったんですが、

省庁間の調整なり、いろいろ各地方からの慎重

論といったものが根強く、十分な理解が得られ

ていないとの判断から 現段階でも実現には至っ、

ておらないところでございます。

また、法律からゆだねられた政令案につきま

しても、年末まで結論は先送りというふうな情

報も届いております。

本県といたしましては、引き続き、国におけ

る議論の動向を注視いたしますとともに、法律

案や政令案が提示された場合には、その内容を

十分に精査の上、県議会や市町村等の皆様との

十分な情報共有・意見交換を図りながら、今後

の対応を検討してまいりたいというふうに考え

ております。

御説明は以上でございます。

中山間・地域政○川原中山間・地域政策課長

策課でございます 常任委員会資料の最後のペー。

ジ、10ページをお願いいたします。中山間地域
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産業振興センター設置事業についてでございま

す。

まず、１の事業目的でありますが、このセン

ターは、人口減少や基幹産業の低迷など、大変

厳しい状況にあります中山間地域の活性化を促

進するため 宮崎県産業支援財団内に常駐のコー、

ディネーターを配置いたしまして、特産品の開

発など、地域からの幅広い相談に対して、ワン

ストップで対応するとともに、関係機関と連携

しながら、地域資源を活用した多様な産業おこ

しの取り組みを支援していくこととしておりま

す。

次に、２の事業内容でありますが、地域から

の相談への対応とともに、積極的に地域を巡回

いたしまして、市町村や商工会等の関係機関と

連携しながら、地域に潜在する資源の掘り起こ

しや、それらを活用した地域おこしへの取り組

みを支援していくこととしております。具体的

には、例として挙げておりますように、農林水

産物を活用した加工品等の開発や、販路拡大等

の支援、獣肉等の利活用に向けた調査研究、さ

らには古民家や廃校施設等と地域資源を連携さ

せた事業展開への支援など、さまざまな支援の

形が考えられるところでございます。

次に、３の設置の状況でございます。先月５

月18日に産業支援財団内にセンターを設置いた

、 、 、しまして センター長 コーディネーター１名

事務員と補助員それぞれ１名の４名の体制で取

り組んでいるところでございます。このうち、

事業の核となりますコーディネーターにつきま

しては、民間企業出身で、産業振興に関して豊

富な経験を有する方を配置したところでござい

ます。

事業費につきましては、1,000万円で、産業支

援財団に委託しております。事業費の内容は、

コーディネーターの人件費や活動に要する経費

ということでございます｡

説明は以上でございます。

執行部の説明が終わりました。○黒木委員長

報告事項について質疑はありませんか。

基本的なことを１つ教えていただ○有岡委員

きたいんですが、総合政策課のほうで意識調査

をされていますけれども、回答率が52.5％とい

うことで、何となく選挙の投票率に近い数字だ

なと思っていますが、前回の回答率から下がっ

てきていると 前回の回答率の数字はわかり―

ませんが それだけ県に対する意識が薄れつ―

つあるのではないかというふうに危惧するので

すが、前回の数字等も参考に教えていただきた

いと思います。

過去でございますが､平○金子総合政策課長

成20年で申し上げますと48.7、21年が51.6、22

年が50.3、今回が52.5という形で、徐々には上

がっておりますが、やり方は郵送という形でさ

せていただいておりまして こういったアンケー、

トの回収率は、ほかの調査でも低下傾向にある

という中ではあるんですが、統計の中では1,000

客体以上あれば標本としては信頼がおけるとい

うことになりまして、今回、1,800の回答をいた

だいておりますので、一応、そういう評価をし

ているところでございます。

年代的なばらつきもあるようです○有岡委員

けれども、今後、また県民の意識を教えていた

だければありがたいと思います。ありがとうご

ざいます。

まず、今夏の電力需給対策という○星原委員

ことで説明をいただいたんですが、昨年もあっ

たわけですけれども、ここに要請の部分は書い

てあるんですが、その事前において県と九州電

力との間でいろんな協議がなされながらの中で



- 10 -

最終的にこういう形でおりてくるものなんです

か。それとも、九州電力側が政府と話をして、

その流れの中でただ報告というか、要請という

形でおりてくるんですか。

九州電力のほうからも、○金子総合政策課長

私どもに対しまして、厳しい需給状況というこ

ともあって、資料をお持ちになって御説明にも

来られたところでございまして、要は、県民へ

の呼びかけについては、県なり、市町村なり、

あるいはメディアなり、そういったものをフル

に活用して末端まで届くようにという形での協

力要請をいただいたところでございます。私ど

ものほうも、電力の安定供給ということはぜひ

お願いしますという話でありますとか、きめ細

かい県民への対応、それは電気会社なりにやっ

てくださいということをお願いもしたところで

ございます。

それから、一番心配事といいますのは計画停

電でございます。昨年、東京電力とか東北電力

のほうではあったようなんですけれども、九州

。では全く初めてというふうな状況もありまして

これのやり方なんですが、基本的には、国と電

力会社のほうで決めておりてくるというふうな

流れになってきておりまして、この資料に記載

しておりますのは、まだこの程度しかおりてき

ていないというふうな状況でございます。これ

が近々、どういう形で示されるのか、そこらが

一番関心事でございますが、いずれにしまして

も、これのアナウンスについては、自治体とし

ての協力も当然要ると思いますので、そこらは

協調しながらやりたいと思っております。

この前、全国の電力会社が政府に○星原委員

対して上げていた電力料金の値上げの中身を見

ると、九州電力が一番高かったような気がする

んです。111円か幾らかだったような記憶なんで

すが、そういう料金なんかの問題というのも、

九電だったら九電の範囲内の各県に対しても、

事前にそういう値上げについての調整なんてい

うのもあるものですか。ないんですか。

それに関しては事前には○金子総合政策課長

ございません。

この件での最後に、九電の株は宮○星原委員

崎県は持っているんですか。持っていないんで

すか。持っていれば教えてください。

持っておりまして、管理○金子総合政策課長

は企業局のほうでやっているところでございま

す。持ち株数としては、380万株ほど持っておる

ところでございます。

それは九電株のパーセントでいっ○星原委員

たら、コンマ何ぼですか。

0.8％ぐらいでございま○金子総合政策課長

す。

今、電力需給対策についての質問○鳥飼委員

、 。 、が出ましたので 関連してお尋ねします 私は

大飯原発の再稼働は極めて残念だなと思ってい

るんですが、なぜ残念かというのは、これまで

節電について国民の意識が盛り上がったときは

なかった。これまでも、節電については、電気

料を払わなくちゃならないから消すところは消

すということで、自己防衛で自分の家計をとい

うことで努力をしてきたのが、今度の３・11の

事故で、それぞれがこのままでいいのかという

問い直しといいますか、あったものですから、

この機会を利用といいますか、考えてもらうい

いチャンスにするべきところを、基準を明確に

しない。そして、いろいろ言われておりますオ

フサイトセンターの設置とか、免震重要棟の設

置とか、そういうのを先送りする。３年間は南

無阿弥陀仏で神頼みの時間ができたというよう

なことも問題点としてはあるんですけれども、
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それ以上に、エネルギーのことをみずからのこ

ととして考えるいい機会にしなくちゃならな

かったんじゃないかなという意味で、非常に残

念だなというふうに思っております。それはこ

こで議論することではありませんのでお尋ねし

ませんけれども。一般的節電と数値目標を伴う

節電というのはどのような違いがあるのか、

ちょっとわかりにくいんですけれども、御説明

をお願いしたいと思います。

特に夏季は電力需要が高○金子総合政策課長

まる時期ということもございまして、この７月

から９月末近くにかけましては、いわゆる一般

的な節電をお願いしたいという中で、全国的に

も電力供給が厳しいということもありまして、

特に９月７日までの間につきましては、マイナ

ス10％以上という目標値を定めてやっていくと

いうふうに伺っておるところでございます。

九州電力は、当初は数値目標を定○鳥飼委員

めないで節電をお願いしますということだった

ですね。それが方針が変わったというのは何か

理由を聞いておられますか。

具体的には確認しており○金子総合政策課長

ませんけれども、これは九州電力だけの問題で

はなく、他電力でも、融通し合いながら国家的

な電力需給対策を講じていくという方針が出ま

、 、したので そういった中で数値目標という形で

より厳しい要請があったというふうに理解して

いるところでございます。

ここは要望ですが、そうだとする○鳥飼委員

ならば、どれだけの供給能力があって、どれだ

けの需要があるという詳しい資料を九州電力は

。明確にすべきだろうというふうに思っています

ここは金子課長に言ってもしようがないので、

そういう思いがあるということだけをお受けと

めいただきたいというふうに思っています。

それで、下のほうにもありますけれども、県

庁ピークカット作戦というのがあります。電力

というのは 原子力発電所は24時間発電して―

いるわけですね。とめられないから揚水発電の

ほうに電気を持っていこうということなんです

けれども、今は、全部とまっていますので、そ

、ういうのは考えなくてもいいわけですけれども

しかし、夏場の午後の２時か３時に電力を一番

使うわけですね。そういう意味では、午後とい

うのは、特定の時間なり、家庭で使う夜間、８

時ごろのエアコンとかあるんですけれども、や

はり一番多いのは、九州の中で家庭ではなくて

事業所のほうが多いんではないか。そういう資

料を、私は今、持っていませんけれども、そう

いうふうに考えてくると、これをのべつ幕なし

といいますか、節電してくださいというのは、

非常に妥当性を欠くんではないかというふうに

思うんですけれども、そこら辺の意味合いとい

うのはどういうものがあるのかと思って、お聞

きをいたします。

御指摘のとおり、需要家○金子総合政策課長

というのは一消費者から大規模事業者までさま

ざまなパターンがあるわけでございまして、一

律にというのは、確かに、それぞれの事情もご

、ざいまして厳しいところがあるかと思いますが

特に大口の需要者に関しましては、自家発電と

も組み合わせながら、自社自身でのピークカッ

トとか、そういった自社での供給力アップとい

う形で乗り切るようなところもあるやに聞いて

おります。また、逆に、一県民レベルになりま

すと、特に高齢者の方の熱中症というんでしょ

うか、無理な節電による熱中症とかそういった

レベルの問題もありますので、当然のことなが

ら、健康を壊さない範囲内での節電への御協力

という形でお願いするのかなというふうに思っ
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ております。

それで、九州電力のほうも、節電メニューな

るものをつくっておりまして、それも事業者向

けと県民の皆様向けというふうに２つつくって

おるようでございます。こういった形で、球種

電力側も各家庭のほうまで、より効果的な節電

のやり方というのをアナウンスしていくという

ふうに伺っておりますので、相手方に応じた、

より的確な方法でお願いをしていくという形に

なるんじゃないかと思っております。

なかなか難しい答弁で御苦労され○鳥飼委員

ておりますけれども、私が申し上げたいのは、

３・11以降、とりわけ、内閣府がこういうふう

に言ってきた、九州電力がこう言ってきたとい

うことだけではなくて、宮崎県ではどこまで把

握できるかと。人の問題とか 能力というと―

語弊がありますけれども いろんな手づると―

か資料が要りますので、そういう状況の中で分

析をして、ピークカット作戦もやっていくよう

にしていかないといけないんじゃないかなとい

うふうに思っています。本会議でも申し上げま

したけれども、新エネルギー推進計画というの

を今度つくられまして、電力の問題とか、新エ

ネルギーの一部は総合政策部でやったりとかい

うことで、なかなかやりにくい面というのはあ

るだろうとは思うんですが、宮崎県としてはど

れだけの電力が必要で、どういう需給をしてい

くというようなことを総合的に取り組んでいか

ないといけないんじゃないかというふうに思い

ます。

九州電力がこう言ったから、そのとおりだな

ということではなくて、それを吟味する力をつ

けていく必要があるんじゃないかと。それはも

ちろん、いろんなものに挙証されたものでない

といけないと思うんです。そういう体制づくり

といっても、人がどんどん少なくなってきてい

て、現場といいますか、担当の人はきついとこ

ろがあるだろうとは思うんですけれども、今、

そういう努力をしていく時期に来ているんじゃ

ないかなというふうに思っておりますので、そ

こら辺はよろしくお願いしたいということで、

お願いにかえておきたいと思います。

先ほど、九州電力が住民○稲用総合政策部長

の皆さんにアナウンスする方法ということで言

われました。私は宮崎支社長に直接お会いしま

して、先ほどおっしゃいましたように、どれだ

けの供給能力があって、どれだけの需要が見込

まれる そこでギャップが出てくるので この10、 、

％以上というようなものが出てくるんだという

ようなことについても、ぜひ、アナウンスをし

ていただきたい。その中で、さっき言いました

ような節電メニューといいましょうか、具体的

には、細かなことなんでしょうけれども、エア

コンを切ったらどの程度の節電になるんだとか

これはチラシが入っていたようですけれど―

も そういうことをぜひやっていただきたい―

ということについては、申し入れはさせていた

だきました。

ありがとうございます。そういう○鳥飼委員

ことでしっかり対策をしていくということが大

事じゃないかなというふうに思っていますし、

オール電化を推進してきた電力会社の責任はど

うなるんだと。今さら、オール電化でやってい

るところに節電をと言われても、飯を食うな、

寝るなというのかということだと思うんです。

そこは弾力的にというのが出てくるとは思いま

す。例えば、エアコンを１時間運転するとして

も、10分か15分とめてもそんなに支障はないと

いうようなことも聞いていますし、いろんな努

力があるだろうと思うんですが、しかし、いず
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れにせよ、電力会社というものが、住民に対し

て説得力のある資料を明示して要請をするとい

うことが大事ではないかなと思っています。部

長のほうでも、またよろしくお願いしたいと思

います。

ほかに質疑はありませんか。○黒木委員長

続いて、国の出先機関改革の動向○星原委員

ということで、年月で順番に紹介いただいたん

ですが、６月８日のアクション・プラン推進委

員会において、今度は法律案として出されてき

。 、 。ていますね 結局 政府のほうからおりてきた

それを受けながら地方は対応していくわけです

が、基本理念の①②③のところを見ると、①で

は自主性及び自立性が十分に発揮されること、

②では区域内における住民福祉の向上に寄与す

ること、③で効率化に寄与することと基本理念

としてうたっているわけですね。そういったも

のを受けて、今後、我々の地域として、九州な

ら九州として、知事会等では話が進んでいるわ

けですが、我々二元制の中での議会として、そ

の部分というのが、勉強会に行ってもらったり

いろいろ形はあるみたいなんですけれども、全

体に対してのその方向性がなかなか見えてこな

くて、果たして宮崎県にとってどうだかという

ものも出てきます。

そして、先ほどの説明の中の特に財政上の措

置というところで 「必要な財政上の措置を講ず、

るもの」として、先ほども言われたように、漠

然とした形。私ははっきり言って、市町村合併

を見ていて、当時、合併しなければやっていけ

ないような話が出ておって、実際してみたら、

したところも しないところも どっちがよかっ、 、

たのかと、まだ結論も出ていないような状況に

ありますね。この広域連合にしても、本当にそ

ういう形に入っていって、道州制なら、九州な

ら九州に一つの長がおって、そこで全体を見ら

れるわけですが、この広域の場合だと、それぞ

れ各県独自で、知事あたりが自分の政策という

のを立てていますね。そういう流れの中でいろ

んな委員会をつくるような話が聞こえてきてい

たんですが、時代としてはそういう流れかもし

れませんが、宮崎県にとってどうなのかなと、

今回のいろんな質問なんかを聞いていてもまだ

はっきり見えてこない まだ白紙だと知事も言っ。

ているような状況等を見たときに、今後、執行

部側の考え方、あるいは議会の考え方、その辺

についての議論というか、協議というのは、こ

こまで出されてきたわけですから、後はこれに

沿ってどういうふうに持っていこうと考えてお

られるのか、その辺を教えていただくといいん

ですけれども。

重要な視点だと思ってお○金子総合政策課長

ります。５月17日に、初めてなんですが、正式

な形で九州知事会と九州各県議長会ということ

で 外山議長も出ていただきましたが そういっ、 。

た中で、しっかり課題を整理して、今後、知事

会側、議長会側と共有化しながら検討をしてい

くという確認がされております。当然、各県に

おきましても同じようなことでございます。あ

した、説明の場ということで、私も参加させて

いただきますけれども、先ほど御説明しました

とおり、肝心な点がといいましょうか、かなり

政令にゆだねられているというような点もあり

まして、全体像がなかなか見えていない。そこ

らも見ながら、考えられる課題なり問題点とい

うのをあぶり出した上で、また、宮崎県として

の最終的な意思というのは当然固めないといけ

ませんから、そこらは小まめに議会の皆様方と

も情報共有を図らせていただければというふう

に思っております。
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ぜひ、そういう形でお願いしたい○星原委員

と思います。

わからないところがたくさんある○鳥飼委員

んですけれども、現在のところでは、特定広域

連合は、経済産業局、地方整備局、地方環境事

務所の事務をということの特定になるんでしょ

うか。

それともう一つは、今、総合エネルギー政策

ということで議論をしましたけれども、電力の

問題やら含めて、県にある事務を持っていくと

いうか、そういうことも想定されているのか。

それは想定されていないと思うんですが、想定

されているのか、そこを教えてください。

この３つの国の機関の事○金子総合政策課長

務、権限、人員、財源、すべて丸ごとという形

で九州側から提案はしておりますけれども、ま

だ国内部の調整の中で、具体のこの事務という

部分については調整が終わり切らず、年末まで

ずれ込んだという形になっております。

それと、２点目の御質問でございますが、各

県で今既にやっている事務をこの共同体でやっ

ていくかどうか 「事務の持ち寄り」と言ってお。

りますが、これにつきましては、広域連合内で

の自主的な判断の中でやっていくという形で、

それを新しい機関への移行の条件とはしないこ

とという形で九州側としては申し入れをしてい

るところでございます。

わかりました。九州広域行政機構○鳥飼委員

の議論でも出されましたけれども、九州を考え

てみると宮崎は南のほうの端っこで、高速道路

がようやく通ろうとする。新幹線は通っていな

い。いろんなハンディがあって、いろんなイン

フラの整備がおくれている地域だということ。

一方では、動きとしては、熊本県知事とか、大

分県知事とか、福岡県知事が、州都というんで

すか、道州制を見据えた受け皿となるべきとこ

ろをうちに引っ張ってこようという思惑もある

中で、どうしても我が宮崎というのは、そうい

う意味では不利な地域にあると思うんですね。

宮崎県内で言えば、こう言うと大変失礼ですけ

れども、宮崎から委員長の出ておられるところ

を見たりするような形になって、ひょっとして

宮崎県を１つにしたときに、諸塚とか入郷はど

うなるんだというようなことになる。九州を見

たときに、宮崎は、下手すると延岡、宮崎、都

城の３市だけが残っていくというようなことに

もなりかねないということで、非常に懸念して

いるわけです。その辺も皆さんも同じ意識を共

。 、有しておられると思います そういう意味では

あしたですか、勉強会があるということですか

ら、そこでまた勉強させていただたい。答弁は

結構です。

ほかに質疑はありませんでしょ○黒木委員長

うか。

話は少し戻りますが、電力需○渡辺副委員長

給の対策の件ですけれども、計画停電 現実―

味がどの程度かというものはともかくとして、

、 、全く可能性がゼロではないということで 県も

国と電力会社との協議、また情報等を待ってい

るところかと思うんですが。昨年、首都圏等で

計画停電が実際に行われたわけで、そのときの

ことも踏まえた上で、経済規模であったり、産

業構造とか人口の問題とかを前提に踏まえて、

宮崎県で計画停電を行うということに仮になっ

た場合に、どういう事態というか もちろん―

規模等によっても全然違うとは思うんですけれ

ども、どういう影響があり得るのか。また、特

殊事情があるのか、そういうところを今、県の

ほうではどう認識しているのか。もちろん、可

能性としてということになるわけですが、そこ
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はいかがでしょうか。

関東の例ですけれども、○金子総合政策課長

まずは、信号機が消えたということもあって事

故等の心配、あるいはエレベーターがとまった

とか、そういった日常生活の関連に危険性が増

しているというふうなことも聞いております。

それから、病院につきましても、すべての病院

ではないと。いわゆる拠点病院というふうな話

もありまして、そういった意味で、末端の病院

等での医療行為あたりにもひょっとすると制約

が出てくるんじゃないかなというふうなことと

か。あるいは在宅で人工呼吸器とかをつけてい

らっしゃるような方もおられる それは福祉―

のほうで今、実態調査に入っているようでござ

。 、 、います あと 大規模小売店とかに行きますと

冷蔵・冷凍設備のあたりもその時間内はとまっ

てしまうとかあります。

それから、宮崎県特有といいましょうか、中

小家畜とか、あるいは野菜とか果実とか、そう

いった施設園芸、あるいはかんがい用水、ここ

らあたりもやはり電力を使っているということ

もありまして、そこらあたりの影響が懸念され

るところであります。以上でございます。

非常に難しいし、見えづらい○渡辺副委員長

と思うんですけれども、ゼロではない、万が一

のことを想定してという話に、今なっているわ

けですが。これは聞いても仕方がないかなとい

う気もするんですが、もしかしたらあり得るか

もしれない、多少なりとも可能性があればとい

うことで県としては備えなきゃならないという

ことだと思いますので、その重要性を考えてい

ただいて、難しいと思うんですが、万全な対策

ということと、現状として、九州電力等と、ま

た国とも情報交換する中で、本当にあり得るか

もしれない可能性というのはどの程度というふ

うに見ていらっしゃるのか、伺えればと思いま

す。

確率的なものとか数字で○金子総合政策課長

は示されておりませんが、先ほど委員会資料で

御説明した、電力需給逼迫警報を発令しますと

かなりの節電効果があったということで、最悪

の計画停電までに至らなかったという事例が昨

年あったそうでございまして、そういった意味

ではこのアナウンス効果はかなりあるのかなと

思います。

、 、それと 一番心配だと言われておりますのが

結局、原子力発電所がありませんので、火力発

電所に頼っているわけですね。それがダウンし

たというような場合については、かなりその蓋

然性が高くなるんじゃないかというふうな状況

でございます。

今、火力発電という話がありまし○宮原委員

たけれども、九州全体を今、火力発電何カ所ぐ

らいで動かしているんですか。あと、水力。そ

してまた、風力、太陽光とかバイオマス、揚水

発電というのは微々たるものだというふうに思

うんですけれども。主力は火力、水力というこ

とになると思うんです。小さいのもあると思う

けれども、主力になるもので何カ所ぐらい。

私の手元に昨年の発電実○金子総合政策課長

績という形でありますが、それでもよろしゅう

ございますか。

はい。○宮原委員

これは23年夏でございま○金子総合政策課長

すが、原子力が176、火力が1,126、水力が125、

揚水発電が230、地熱等が16、合計1,671万キロ

ワットアワーということになっています。この

当時、原子力は３基稼働しておったということ

でございます。ことしの夏の見込みといたしま

、 、 、 、しては 原子力がゼロで 火力が1,245 水力110
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揚水が150、地熱等が23、それから他電力からの

融通等が47という形で、1,574万キロワットア

ワーという状況でございます。

火力発電ということは、当然、石○宮原委員

炭を燃やすということですね。

ＬＮＧとか石炭でござい○金子総合政策課長

ます。

ＬＮＧであったり石炭の供給体制○宮原委員

というのは、状況的には万全な体制にあるんで

すか。

電力会社のほうに聞きま○金子総合政策課長

したところ、燃料費の持ち出しが１日当たり10

、億円ぐらいあるというふうに伺っておりまして

需要増で単価がＬＮＧあたりは上がっていると

、 、 、いうこともありますけれども 各電力会社 今

燃料調達に関して厳しい状況にあるというお話

を伺っております。

最後に、中山間地域産業振興セン○星原委員

ター設置事業ということで説明いただいたんで

すが、事業の目的を読んでみると、設置した意

義というか、財団法人にさせる意味というのは

どういうふうにとらえたらいいんですか。

財団に設置した○川原中山間・地域政策課長

、 、ということにつきましては 財団のほうに現在

７名の専門のコーディネーターがいらっしゃい

ます。例えば商品開発でありますとか、販路開

拓でありますとか こういった専門的なコーディ、

ネーターがいらっしゃるということで こういっ、

た方々との連携がとれる中で、センターに設置

したコーディネーターについては常駐でお願い

、 、しておりますので コーディネーターを中心に

この７名の専門コーディネーターをうまく活用

しながら、連携しながら、使っていけるんじゃ

ないかということで一つは財団のほうに設置さ

せていただいたというところでございます。

私は思うんですけれども、中山間○星原委員

地域の人口減少とか、いろんな基幹産業の低迷

とかうたっているように、非常に今、厳しい状

況にあるんですね。私の地元でもそうなんです

けれども。そういう中で、県の行政から一歩離

。れた財団でそういうふうにしたほうがいいのか

私から見ると、農業改良普及センターあたりが

地域の実情をいっぱい知っているわけですよ。

改良普及センターは今、県内に７カ所ですか。

農林振興局と一緒になって動いているわけです

ね。その人たちの情報を集める確率のほうが、

地域の密着したいろんな条件等を聞きながら、

中山間地域に入っていて、生活をその中でやっ

ているわけですから、私はその辺の活用のほう

がより効果が出るんじゃないかなという感じが

するんですが、このセンターを置くときにそう

いったような議論というか、協議はなされたん

ですか。

おっしゃるよう○川原中山間・地域政策課長

に、農業改良普及センターでありますとか農林

振興局は、今までの事業の中で、地域とのつき

合い等がございますので、いろんな情報を確か

に持っております。今回のセンターに関しまし

、 、 、ては 当然のことながら､普及センター 商工会

市町村と十分連携しながらやっていこうという

ことで考えておりますけれども。センターにつ

きましては、地域からの相談とともに、積極的

、に地域に出かけていっていただくということで

普及センター等のほうにも積極的に出向いてい

ただきまして、情報共有しながら一緒にやって

いこうということと、いろんな関係機関がござ

いますけれども、センターとしましては、それ

らの複数の関係機関のコーディネート役といい

ますか、橋渡しといいますか、そういった部分

。の取り組みも期待しているところでございます
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もう一点聞きたいのは、センター○星原委員

長、コーディネーター１名、事務員１名、事務

補助員１名の４名。今いる人たちを活用してそ

うするのか。新たにこの４名を採用した形でこ

の運営を委託して 新たな雇用の部分に入っ―

ているんですか。それとも、退職した人とか、

パート的なものだとか。1,000万の予算なんです

けれども、その内訳というのはどういう形で進

めていかれるんですか。

このセンターの○川原中山間・地域政策課長

４名につきましては、センター長と事務員につ

きましては､現在の財団におります職員との兼務

でございまして、今回新たに予算の中で措置し

たのが、常駐のコーディネーター１名と補助員

ということでございます。したがいまして、い

ろんな地域からの相談といったものにつきまし

ては、センターとして４名の職員で対応いたし

ますけれども、各地域の巡回については、基本

的には常駐のコーディネーターにしていただい

て、いろんな地域資源の掘り起こしとか、そう

いったものを普及センター等と連携しながら

やっていただくといったようなことで考えてお

ります。

そういう思いで設置されるわけで○星原委員

すから、絶対に費用対効果 効果が出て中山―

間地域が少しでも元気になるように、いろんな

発掘とか､いろんなことを提供していただいて､

地域が元気になるような形で進めるように、ぜ

ひ、お願いいたします。

ほかに質疑はありませんでしょ○黒木委員長

うか。

それでは、その他で何かありませんか。

その他で総合交通課長にお尋ねし○鳥飼委員

ます。本会議でもお尋ねしましたツアーバス。

これは夜間ということでああいう事故が起きた

と。私は、申し上げたように、小泉構造改革、

規制緩和というのがあった結果ではないかとい

うようなことで、評価する面も 私は評価す―

る面は余りないから言ってほしくなかったんで

すけれども、そういうことを言っておられまし

たが。きのうのＡＩＧですか、逮捕者が出たの

もやはりその一環ではないかなと思っておりま

す。宮崎県内にはツアーバスということで夜間

のものはないんですけれども、ただ、昼間のツ

アーバス形態をとるのがあると思うんですけれ

ども、そのことについてお尋ねしたいと思いま

す。九州産交なり宮崎交通なりというのは、乗

。り合いバスとして責任を持ってやっておられる

ツアーでやっておられるところもあるわけです

が、乗り場の確保とか降車場の確保、道路の途

中にとめてということで交通事故の危険性もあ

るものですから、その辺の実態についてお尋ね

したいと思います。

ツアーバスの宮崎におけ○日下総合交通課長

る実態ということでございますが、ツアーバス

といたしまして、福岡との間でツアーバスを運

行しております事業者が、宮崎県の場合、４社

ほどございます。宮崎と博多の間を４時間程度

で結ぶという形で、１日に数便、４社それぞれ

が運行しているという状況でございます。御指

摘のとおり、ツアーバスにつきましては、停留

所の設置等の義務づけはございませんので、そ

ういった意味では非常に柔軟な運行も可能に

なっているということで、利用者にとっての利

便性の面では高い面もあると思うんですけれど

も、現時点では、そういった中で運行がなされ

ているものという認識をしているところでござ

います。

何かもごもごしてはっきりしませ○鳥飼委員

、 、 、んけれども 実態として 駐車場といいますか
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乗り場の確保というのがないわけですね。です

から、あの事件が起きて、東京とか大阪とかが

多いんでしょうけれども、道路で乗って非常に

危険だというのもようやく明らかになったわけ

。 。なんですね 安いということで乗るわけですよ

宮崎―博多で最初6,000円ぐらいだったのが、今

は3,000円を切るとか切らないとかいうことに

なっている。事故が起きて、それは自己責任だ

と言われても、10人ぐらい死なないと自己責任

が改善されないという社会は異常ではないかな

というふうに思うんです。ですから、乗降場に

、 、ついての確保とか 何らかの規制といいますか

安全基準みたいなものをつくっていく必要があ

るんじゃないかなと思いますけれども、いかが

でしょうか。

安全性が大切であるとい○日下総合交通課長

う 本当に御指摘のとおりだと思います。ツ―

アーバスと高速バスでは、現時点では規制のあ

り方は異なっているわけでございますが、国の

ほうでも、その辺の見直しを含めて検討が進め

られているものというふうに伺っております。

県といたしましても、その辺の状況をしっかり

と注視していきたいというふうに考えていると

ころでございます。

県は総合交通行政をあずかる立場○鳥飼委員

にあるわけで、コミュニティーバスの問題とか

もいろいろあって、県内での市町村をあわせた

合同の会議が始められたということは非常に評

価をしているんですよ。大いに議論をしていっ

ていただきたいというふうに思っているんです

けれども。ツアーバスといいますか、それらの

件についても、ただ国の指針を待つということ

ではなくて、何らかの形でそれを事業者に求め

ていくというようなことをしていくべきではな

いかなというふうに思っているんです。ですか

ら、どういうことができるのかというのは、法

的な問題も含めて出てくるかと思いますけれど

も、そういう検討をお願いしておきたいという

。 、ふうに思います またこの問題については別途

議論をしたいと思います。以上です。

ほかにありませんでしょうか。○黒木委員長

中山間地域のことで、いろんな事○岩下委員

業に取り組まれているんですけれども、現実的

に、中山間に行くと、このままで大丈夫かなと

思うんですね。今、地域の中で、集落で、例え

ばアジサイを植えたり、沿道美化をやったり、

神社仏閣の手入れをしている人というのは､大

体60代から70代の方 時には80代も入っていらっ、

しゃいますけれども。やっと自分たちも生活し

ながら地域のためにということでやっているん

ですが、あと10年たったら本当にやっていける

んだろうかということで、何か手だてをしても

らえないだろうかという要望を聞くんです 「い。

きいき集落」の事業があります。今まで５万円

でしたけれども、昨年か一昨年か、10万円の中

でやります。ただし、それは組織をつくって、

地域の役員も含めて取り組んでください、市町

村が指定していたら「いきいき集落」になりま

すと でも 飲食関係はだめですとか そういっ。 、 、

た条件がいろいろあって、取り組むにしても資

金はない。店をつくったけれども、なかなか地

域の中では売れないわけですね。地域で何とか

買い物ができる場所をつくってあげようという

善意の中で取り組んでいるんですけれども、何

かそこらあたりで支援策はないのかなと思うん

ですが、何かいい考えはありませんか。

今、集落の活性○川原中山間・地域政策課長

化に取り組んでいらっしゃる方々を見ますと、

ほとんどが高齢の方、中には若い方もたまにい

らっしゃいますけれども、確かに、おっしゃる
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ように、非常に高齢化しているというのは間違

いのないところであろうかというふうに思って

います。ただ、お話等聞きますと、自分たちの

集落はこのままじゃいかん、次の世代に何とか

して引き継いでいきたいという思いで、本当に

一生懸命やっていらっしゃる状況がございまし

て、県としましては、そういった思いにこたえ

る形で後押しといいますか、ちょっとした支援

でございますけれども、何らかの支援的なもの

ができればということで､「いきいき集落」の関

係でありますとか、あるいは盛り上げ隊の派遣

でありますとか、そういった形で実際、支援を

させていただいているところでございます。

また、言われたように、今後高齢化が進んで

いきますと、例えばＮＰＯでありますとか、い

わゆるソーシャルビジネスといったもの、そう

いった新しい取り組みなども、集落の維持とい

いますか、活性化に向けて活用するような手だ

てといったようなものも、今後は考えていく必

要があるのかなというふうに考えているところ

でございます。済みません。お答えにはなって

いませんけれども。

地元の串間のほうですけれども、○岩下委員

何とか地域のためになりたいということで、

細々、店もつくって、地域の人を何とか加えて

存続したいということでやるんですけれども、

あと何年もつかなという形なんですね。せっか

く地域を盛り上げていきたいと思いながらも、

生活力があって悠々やっている中でボランティ

アでいろいろ手伝ってくださいというんだった

らいいですけれども、生活がいっぱいいっぱい

の中でボランティアというのもなかなか難しい

と思うんです。盛り上げ隊は大きな企画のとき

には頼めるんでしょうけれども、日ごろの生活

の中で何とか活力を見出すような方策ができな

いものか。ぜひお願いしたいと思います。要望

にしておきます。

記紀編さん1300年記念事業につい○外山委員

て２～３お尋ねしますが、今、県で手を挙げて

やろうということで、これから９年というスパ

ンでやると言っておるんですが、現実的に９年

かけてだらだらやっていくというのも非常に難

しいし、具体的にどうなんですか。９年間でや

るつもりなんですか。それとも、４年とか５年

で区切ってそこで戸締まりするのか。そこ辺の

検討はどういうふうになっていますか。

大変悩ましい問題でございます○大西副参事

けれども、確かに、９年間は、平成32年の日本

書紀編さんというところでの節目ということで

打ち出しをしておりますが、知事も本会議での

御答弁の中で、古事記そのものについては、来

年、あるいはこの２～３年のうちに全国的に薄

れていくだろうという御認識がある。ただ、記

紀編さん1300年記念事業につきましては、ほか

にも考え方の中で観光か文化かという御指摘も

ございました。そういう意味では、まだ今後の

展開というものがお示しできていないんですけ

れども、基本は９年間ということで据えており

ます。私どもとしては、今、いろいろと議論は

しているところなんですけれども やはりスター、

トの時期 ことしを含めた、あるいは来年、―

再来年あたりは、機運醸成というところで、少

。し大きくイベントも含めて打ち出しをしていく

その後は、古事記、日本書紀、こういったとこ

、ろの理解促進というところをベースに置きつつ

これも知事のほうから御答弁しておりますとお

り、集大成というところで、平成32年の国民文

化祭の誘致というところを視野に入れてという

ことにしておりますので、基本的には平成32年

まで､そういう形で展開していきたいというふう
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に考えております。

大変悩ましいということは、組織○外山委員

として県としてどこで戸締まりをするかという

。 、ことはこれからの問題だと思うんですが ただ

今、いろんな計画が出ておりますが、ことしは

メーンで メーンなのかどうか、西都原で音―

楽祭をやろうということですが、来年以降、年

次的にこういうイベント・事業をやっていくと

いうスケジュール表がないと、どうもつかみど

ころがないんですね。そこ辺の考え方。できた

ら１年、ことしいっぱいぐらいかけてそういう

ものがきちっと出てくる必要があると思うんで

すが、それはどうでしょう。

外山委員が御指摘のとおりでご○大西副参事

ざいまして、年次的なものがしっかりと見えて

こないと、この事業そのものの推進力というの

がなかなかついてこない部分があるのかなと

思っております。来年につきましては、これま

での知事からの表明の中でも、置県130年、ある

いは東九州自動車道の宮崎―延岡が開通、こう

いったところの歴史の節目というものに一つア

クセントを置いてやっていくという形にしてお

りますので、その後につきまして、こういった

ことをやっていきますというところは、ある程

度のものをお示ししていく必要があると思いま

す。私どものほうでは推進協議会の企画運営委

員会という官民組織をつくっておりますけれど

も、そこで御議論いただくというようなことで

、段取りをしていくことにいたしておりますので

またいろいろ御指導をいただきながら､そのあた

りは少し明確にできるように努力をしてまいり

たいというふうに考えております。

細かいところは別として、骨格と○外山委員

いうか骨子というか、その計画をいつごろまで

につくられますか。

私どもの今の企画運営委員会で○大西副参事

の御議論の中では、年内には、大まかなところ

、 、になりますけれども 今後の全体的な展開方針

それとあわせて来年あたりの取り組み方針､そう

いったところを議論していくということにさせ

ていただいております。

島根県がことし 「神話博しまね」○外山委員 、

という博覧会を長いスパンでやりますね。最後

にぽんと、締める年ぐらいに、そういう博覧会

形式というか、そういう考えはありませんか。

現状としては、今のところ、国○大西副参事

民文化祭の誘致というところを検討していきた

いというふうに考えておるわけなんですけれど

も。国民文化祭につきましても、ことしはたし

か徳島県で開催されると思うんですが、開催パ

ターンもこれまでとまたちょっと違ってきてい

るようでございまして、３カ月ちょっとぐらい

のロングスパンのイベントになっておるようで

ございますので 「神話博しまね」のような博覧、

会とはまた違いますけれども、大きな集客イベ

ントという点では、そういったものもあるのか

なというふうには考えております。

この前、島根の議会の議長以下お○外山委員

見えになって、いろんな計画をお聞きしたんで

すが、あそこは３年ぐらい前から実行委員会を

立ち上げて、各市町村から職員にそこに来ても

らって、50人ぐらいの体制での実行委員会なん

です。ですから、実行委員会があると、そこに

予算を投入して、そこが中心でやっていくとい

うことで、あそこの場合は、商工観光部の中に

局をつくって、そこが実行委員会というような

形なんです。ですから、宮崎のこの事業を盛り

上げていくためには、最終年度あたりにそうい

うような大きな組織をつくっていかないと､なか

なか盛り上がりが難しいかなと思うので ちょっ、
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とそこ辺も御議論をいただきたいと思っており

ます。

それから 議会としても一生懸命協力しましょ、

うということで､何ができるかこれから議論して

いきますけれども、その中で、一つは調査等で

県外に行ったり、個人的に調査に行ったりする

ときに持っていくパンフレット等が必要なんで

すね。そういうもの。それから、きのうも、社

交飲食業組合の総会があって行って、この事業

に協力してほしいという話をしましたら、県内

に張る のぼりはなかなか立てられないけれ―

ども、四つ切りぐらいのポスターが欲しいんだ

というようなことを言われました。やっぱりそ

ういうものをつくる必要があるかなと。ちょっ

と前に、宮崎は 「Ｍの国『宮崎 」というポス、 』

ターをつくって、東京なんかの電車の中吊りに

も置きました。これは余り評判はよくなかった

んですが、そういうようなポスターを県内・県

外を含めて相当なところに張っていく必要があ

る。ですから、パンフレットとポスターの準備

も、ぼちぼちことしのうちにする必要があると

思うんですけれども、どうでしょう。

パンフレットにつきましては、○大西副参事

観光推進課のほうの事業になりますけれども、

現在、準備中でございまして、もうしばらくし

。ますとでき上がるというふうに伺っております

ポスターにつきましても、数種類のものが一応

はございますので、またそのあたりは準備でき

るものがあろうかと思っております。

そのポスターは大きいんですか。○外山委員

どのくらいの大きさ。

いわゆる通常のポスタータイプ○大西副参事

でございますので、よく見かける程度の大きさ

のものがございます。

わかりました。それでは、ポス○外山委員

ター、パンフレット等ができたら、また議会の

ほうにもある程度もらって、一生懸命また一緒

にやっていきますので、よろしくお願いしてお

きます。

２点ほど。さっき、星原○稲用総合政策部長

委員と岩下委員からお話がありました中山間の

関係。私は、個人的には人ごとじゃなくて、身

内のことでありますけれども、非常に大変な問

題だということをいつも現場で感じています。

、 、ということは さっきお話にありましたように

いかに現場の状況を把握して、それに合った形

でできるかということで､センターの話がありま

したけれども、これは、先ほどありましたよう

に農業改良普及センター、あるいは農林振興局

とも一緒になってやるということで、中心部分

はこういうふうにしますけれども、先ほどお話

しいただいたとおりでやっていきたいと思いま

す。いろんな支援策というのはどう持ってくる

のかなというのは、その辺の中からまた必要な

ものが出てくればというふうに考えています。

それから、外山委員のほうからありました記

紀編さん1300年記念事業。私は、やっぱり９年

間、日本書紀編さん1300年の平成32年までしっ

かりやりたいというふうに思います。というの

は 「Ｍの国」のお話も出たように 「神話のふ、 、

るさと宮崎」というのは､これまで何度もこうい

うタイトルでやってきたような気がします。私

も40年近く県庁におりますけれども、何遍これ

が出たかなと思いますが、結局、しり切れトン

ボというか、そういう感じだったので、これは

。そういう意味で一過性に終わらせてはいけない

しっかりとやるんだということで､少しロングス

パンで､まず意識をきちっと植えつけた中で具体

的なことをやっていくということで、それぞれ

の中でのいろんな御意見でありますとか、アド
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バイスということは、いろんなところからいた

だきながらやっていきたいというふうに思いま

す。

さっきの外山委員に関連なんです○星原委員

が、今、いろいろ意見が出たように、私も思う

んですが、この９年間でどういった効果をねら

いにしているのかというのが基本にならないと

イベントとか人集めをすることが本当にそ―

うなのかどうか。いろんな角度があると思うん

です。県内向け、県外向け。あるいは市町村と

。民間の関係をどういうふうに持っていくかとか

私はやっぱり教育も入ってくるんじゃないかな

と。生涯教育ということで子供から高齢者まで

の間をどういうふうな形で動かしていくのかと

か。そして、トータルでこの９年間で予算をど

れぐらい組んで どこまでの本気度でやっていっ、

て、さっき言った､最終的にこういう効果をね

らっているんだという､そういったものがはっき

り見えてこないと、ただ９年間の事業計画を前

期、中期、後期に分けながらやるだけで、それ

で終わったときに、果たして県民の皆さん方の

評価というものがどう出てくるのかなと。９年

間やるということは、非常に長いスパンでやる

わけですから、その部分をしっかりとらえてい

かないと、本当に大丈夫かなと。

そして、今出ましたように、島根とか三重で

、 。すか ほかでもそういうことをやっていますね

そうすると競合するところもいっぱい出てくる

と思うんです。そういう中で全国的に宮崎の評

価みたいなものがどこまで出てくるか そういっ。

たものまで考えてやらないと、単純に観光を目

的にした形なのか、文化を目的か、イベントを

目的にしたのか、その辺のやり方によって予算

も変わってくるでしょうし、県内全体が県民総

力戦でやるとするのなら、そういう形のものを

巻き込んでどういうふうにしていくかというこ

とを想定していくべきかなというふうに思うん

です。

もう一点が、先ほど外山委員が言われた、パ

ンフレットとかいろんなものを県外に行くとき

は持っていくということですが、本気でやるの

なら、皆さん方も、我々議会も、あるいは市町

村の職員、議員引っくるめて、あるいは産業関

係のいろんな人たちもそうですが、宮崎県が全

部同じ名刺で、３種類ぐらいつくって、県外に

行ったときはそういう名刺を渡すとか。何か奇

抜なアイデアとかいろんなものも一方では出し

ながら、本当に宮崎県は一つになって頑張って

いるんだというものが見えてこないといけない

んじゃないかなというふうに思うんです。その

辺に対する思い、このことに対しての９年間と

いう思いが しっかり県民にもあるいは県外―

の方々にも､宮崎の本気度が見えるかどうかが勝

負じゃないかなというふうに思うんですが。そ

の辺の考えというか、思いというのはどういう

ふうにとらえてこの事業に取り組まれていくん

ですか。

この記念事業に９年間というロ○大西副参事

ングスパンで取り組むことの一番大きな意義づ

けというのは、知事の言葉をかりれば「ディス

カバー宮崎 、要するに宮崎の再発見というとこ」

ろで、自分たちが気づかないものが、外の人か

らの指摘によって初めて気づくものもあるよう

に、宮崎のすばらしい財産、地域資源というも

のをいま一度 この古事記・日本書紀編さん1300、

年ということを機に、やはりそこに着目すべき

であるという考え方です。すなわち、郷土愛で

あったり、ふるさと宮崎に対する思いというも

のを本気で強めていくというか、そこが一番大

きなねらいであるということです。そういう意
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味では県民運動的な部分も大きな要素になって

こようかと思いますが、そのためには、イベン

。トばっかりというわけにはいかないと思います

イベントは一つのきっかけであり、気づきの一

つの手段でしかないわけでございますので、や

はり星原委員から御指摘があったように、教育

といいましょうか、生涯教育、社会教育的なと

ころでの取り組みというものも非常に大事じゃ

ないかなというふうに思います。

、もとより観光振興ということにつきましても

この事業では一つの目的という形にはしており

ますけれども、外にＰＲする力、訴える力、ア

ピールする力というものが､地元に支持されない

ものが外に通用するはずもないというようなと

ころもありまして 「観光資源の磨き上げ」とい、

う言い方をしておりますけれども、そこに今あ

る、これまであるような観光資源の磨き上げの

中で一工夫も二工夫もしていかなくちゃいけな

い。そのためには、宮崎県民の底力を見せると

いうところをつくっていく、流れをつくってい

くということが一番大事なんだろうなというふ

うに考えております。今、観光という面での切

り口からイベントというところにどうしても注

目されていくんですけれども、息の長い取り組

みをするためには、県民の皆さん方の地元に対

する理解といいましょうか、誇りといいましょ

うか、そういったところの機運を盛り上げてい

くようなところに重点をまず置いていく必要が

あるのかなというふうに考えております。

県民所得も全国最下位に近いほう○星原委員

、 、ですし いろんな意味で元気がない状況の中で

この事業が県民にとって、生まれたところがい

いところだったと、そういう誇りの持てるよう

な、この期間の中でそれぞれがそれぞれの立場

で誇りが持てるような､そういう方向に持ってい

、 、くようにいろんな企画なり 事業なりを行って

そして、さっき言ったように、やる以上は予算

もしっかり組んでやってもらいたいというふう

に思いますので、ぜひ、よろしくお願いいたし

たいと思います。

、○渡辺副委員長 今の古事記の件で関連ですが

先ほど来、最後の締めくくりのようなイベント

の必要性 外山委員からもありましたけれど―

も、答弁の中でも、平成32年の国民文化祭の誘

致という話が出ていますけれども 実際にその32、

年の国民文化祭がどこで行われるということは

いつ決まるのか。また、他県でも希望している

ところがあるのか、ないのか。現実的に誘致が

本当にできるのかどうかという見通しと、知事

の答弁でも､最後の締めくくりとしては国民文化

祭と言っているわけですが、最後の締めくくり

が誘致できませんでしたというときには、これ

から９年間の活動はどうなっていくのか。現実

的な誘致の見通しと、決まるタイミングも含め

て、どういう状況にあるのか御説明いただけま

せんか。

今、国民文化祭の○日髙文化文教・国際課長

誘致についてのお尋ねでございますが、国民文

化祭は、昭和61年から毎年、各都道府県持ち回

りということで開催されておりまして、昨年度

の第26回が京都府で行われまして、今年度は、

副参事が申しましたけれども、徳島県で行われ

ることになっております。この決め方ですが、

所管はもちろん文化庁が所管しておりまして、

基本的には開催前の５年以内に文化庁のほうが

。 、決めるということになっております ですから

集大成としての平成32年ということでありまし

たら、基本的には平成27年度に決定されるとい

う予定になろうと思います。現在のところ、県

では、集大成の最終年に誘致の検討を行うとい
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、 、うことで 知事が申し上げておりますけれども

できましたら早い時期に誘致をしたいという形

の流れに持っていきたいというふうに思ってお

ります。

各県の状況でございますけれども 今 平成27、 、

年度まで、これは鹿児島県で開催するというの

は決まっておりますが、平成28年度以降はまだ

。 、決定されておりません 32年度におきましても

今のところはほかの県で誘致をしたいとかいう

県はないと聞いておりますので、そういう意味

では、32年度の誘致に向けて進んでいくという

んでしょうか、推進はしていけるというふうに

考えております。以上です。

ほかにありませんか。○黒木委員長

それでは、次に、請願の審査に移ります。

まず、継続請願、請願第16号について委員か

ら質疑はありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

次に、新規請願、請願第19号に○黒木委員長

ついて執行部からの説明はございませんか。

この件につ○松岡生活・協働・男女参画課長

きましては、特に説明はございません。

それでは、委員から質疑はあり○黒木委員長

ませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、それでは、○黒木委員長

以上をもって総合政策部を終了いたします。執

行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時45分休憩

午後０時59分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

本委員会に付託されました議案等について、

部長の説明をお願いします。

それでは、本日、御審議をい○四本総務部長

ただきます議案等につきまして､お手元に配付し

ております総務政策常任委員会資料により御説

明いたします。

資料の１ページをお開きください。議案第２

号「宮崎県における事務処理の特例に関する条

」 。例の一部を改正する条例 についてであります

これは、ガス事業法に定められた知事の権限

に属する事務の一部について、市長の権限とし

て移譲されたことに伴い、所要の改正を行うも

のであります。

次に、資料の２ページと３ページでございま

すが、いずれも、専決処分の承認を求めること

についてであります。

まず、２ページの報告第１号ですが、平成23

年度宮崎県一般会計補正予算第７号の専決報告

であります。

これは、時間的制約から専決を余儀なくされ

たもので、県税の増収及び地方交付税の確定、

並びに退職手当の確定等に伴い 平成24年３月30、

日付で補正を行ったものであります。補正額

は、16億7,040万6,000円の増額となっており、

この結果、平成23年度一般会計歳入歳出予算の

規模は、5,908億3,293万8,000円となります。

次に、３ページの報告第２号は、宮崎県税条

。例の一部を改正する条例の専決報告であります

これは、地方税法の一部改正により不動産取

得税及び自動車税に係る特例措置が延長された

ことに伴い、平成24年３月31日付で宮崎県税条

例の所要の改正を行ったものであります。

議案につきましては、以上の３件でございま

す｡

次に、報告についてでございます。

４ページをお開きください。宮崎県国民保護

計画の変更についてであります。
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これは、武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律、いわゆる国民保護

法ですが、この第34条第８項において準用する

同条第６項の規定により御報告するものであり

ます。

最後に、その他報告についてでございます。

右側の５ページをごらんください。本日、御報

告いたしますのは、ここに記載の「平成23年度

における行財政改革の取組状況について」など

６件についてでございます。それぞれの詳細に

つきましては、危機管理局次長及び担当課長か

ら説明させますので、御審議のほどよろしくお

願いいたします。

私からは以上でございます。

。○厚山消防保安課長 消防保安課でございます

お手元の委員会資料の１ページをお開きくださ

い。議案第２号「宮崎県における事務処理の特

例に関する条例の一部を改正する条例」につい

てであります。議案書では３ページになります

が、委員会資料のほうで説明をさせていただき

たいと思います。

まず、１の改正の理由についてであります。

平成23年８月に成立しました「地域の自主性及

び自立性を高めるための改革の推進を図るため

の関係法律の整備に関する法律 、いわゆる「第」

２次一括法」の施行に伴いまして、ガス事業法

に基づくガス用品の販売事業者への立入検査等

、に関する事務が県から市に法令移譲されたため

当該条例に基づく移譲事務から削除するもので

ございます｡

次に、２の削除される事務の内容についてで

あります。販売事業者が安全性が確認されてい

ないガス用品を販売または販売の目的で陳列す

ることを防止するため、店舗等への立入検査を

行う事務と、安全性が確認されていないガス用

、 、品が販売 陳列されていることを確認した場合

販売、陳列を中止させて販売経路等を報告させ

る事務。もう一つが、立入検査において、その

検査を行うことが著しく困難であると認められ

るガス用品があった場合、その所有者等に対し

期限を定めてそのガス用品を提出させる命令に

関する事務の３つであります。現在、当該条例

に基づき、都城市だけに権限移譲しております

けれども、今回の改正に伴いまして、すべての

市で自治事務として取り扱うこととなります。

最後に、３の施行期日につきましては、改正

条例公布の日としております。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

常任委員会資料２ページをお○福田財政課長

願いいたします。報告第１号「専決処分の承認

を求めることについて」であります。

これは、県税の増収や地方交付税の確定等に

伴う最終補正予算として毎年度行っております

けれども、今回、昨年度末の３月30日付で専決

処分を行ったものについて報告をし、その承認

を求めるものであります。

、 、中身につきましては まず歳入ですけれども

主なものとしまして、県税が８億5,000万円の増

額、地方譲与税が8,543万円余の減額、地方交付

税が10億5,420万円余の増額で、国庫支出金が７

億2,562万円余の増額、さらに、県債管理基金か

らの繰入金が17億2,900万円の減額となっており

ます。

次に、歳出ですけれども、総務費が17億701万

円余の増額で、主な内訳は、県有施設維持整備

基金への積立金として19億2,669万円の増額、知

事部局の退職手当の確定分として1,086万円余の

減額等となっております。農林水産業費の194万

円余の増額は、森林環境税の増収に伴う基金へ



- 26 -

の積み立てでありまして、警察費の618万円余の

減額と教育費の5,791万円余の増額は、それぞれ

の部局での退職手当の確定に伴うものでありま

す。最後に、公債費の9,027万円余の減額につき

ましては、証券形式での県債発行経費の執行残

となっております。

私からは以上であります。

委員会資料の３ページでござ○吉本税務課長

います。報告第２号「専決処分の承認を求める

ことについて」でございます。内容は、宮崎県

税条例の一部を改正する条例の専決報告でござ

います。

１の改正の理由でございますが、地方税法の

一部を改正する法律が、平成24年３月31日に公

布されまして、不動産取得税及び自動車税に係

る特例措置が延長されたことに伴いまして、改

正を行ったものでございます。専決処分といた

しました理由ですが、24年３月31日の地方税法

改正によりまして、直ちに県税条例の関連規定

を改正する必要がありまして、やむを得ず専決

処分をしたものでございます｡

、 、 、次に ２の改正の内容でございますが まず

（１）不動産取得税関係でございます。①です

が、住宅及び土地の取得に係る税率を３％とす

る特例措置の適用期限を、３年間延長しまして

。平成27年３月31日までとするものでございます

②でございますが、新築住宅の特例適用住宅用

土地に係る税額の減額措置要件につきまして、

土地取得後の住宅新築までの経過年数要件を３

年以内とする特例措置の適用期限を、２年間延

長いたしまして平成26年３月31日までとするも

のでございます｡

次に （２）の自動車税関係でございますが､、

排出ガス性能及び燃費性能のすぐれた環境負荷

の小さい自動車は税率を軽減いたしまして、新

車新規登録から一定年数を経過した環境負荷の

―大きい自動車は、税率を重くする特例措置

いわゆる「自動車税のグリーン化」と言ってお

りますが を軽減対象及び重課対象の見直し―

を行った上で、２年間延長するものでございま

す｡

内容につきましては、①ですが、重課とあり

ます。平成24年度及び平成25年度に新車新規登

録から、下の四角の枠内に記載しておりますよ

うに、ディーゼル車は11年、ガソリン車は13年

を経過した自動車につきましては、経過した翌

年度以降の税率におおむね10％を加算するもの

でございます。次に、②の軽課の分ですが、平

成24年度及び平成25年度に新車新規登録された

下の枠内に記載しております自動車 例えば―

電気自動車、プラグインハイブリッド自動車で

すが これにつきましては、登録された翌年―

度分の自動車税に限り、税率をおおむね50％ま

たは25％軽減するものでございます。なお、星

印が４つある自動車がございますが、これは、

枠の下に米印で記載しておりますけれども、排

、出ガス基準の軽減達成をあらわしておりまして

通常、自動車の後部にステッカーが張られてい

るんですけれども、そのマークでございます。

（３）ですが、その他所要の改正として、地

方税法及び地方税法施行規則の改正に伴う引用

条項の修正等、法制上必要な改正をしておりま

す。

３の施行期日ですが、平成24年４月１日より

施行としております。

説明は以上でございます。

、○黒木委員長 執行部の説明が終わりましたが

何か質疑はありませんか。

専決処分のことで税務課長にお尋○鳥飼委員

ねいたします。わかっておればということなん
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ですが、改正の内容の不動産取得税関係と自動

車税関係で、これまで２年間でしたか、取り組

みをやってきて、そして、それをあと２年間と

か３年間延長しますということですね。ですか

ら、実績がこれまであるということになると思

うんですけれども、宮崎県税収入にかかわる影

響がわかっておれば御説明をいただきたいと思

います。

不動産取得税の本来税率の４○吉本税務課長

％から３％なんですが、これは、実額を一件一

件算出するのが困難ですので推計になりますけ

れども １％減額ということで 土地が２億3,000、 、

万円ほどの減、住宅が１億2,000万円ほどの減と

いうふうに推計しております。

それから グリーン化の影響なんですが ちょ、 、

うど24年度の自動車税が課税されまして、これ

の実績でいきますと、重課、いわゆる10％課税

分の増収が約２億6,000万円でございます。それ

から、軽課の分ですが、50％減額分になります

が、これが約３億円の減額でございます。この

制度設計といたしましては、税収中立というこ

とで、重課の分と軽課の分とを合わせるとプラ

ス・マイナス・ゼロという制度設計になってお

りますが、最近の自動車の技術革新と申します

か、売れ筋がエコカーになっておりまして、軽

課のほうがふえてきているという状況でござい

ます。以上でございます。

取得税関係の土地が2.3億減で、住○鳥飼委員

宅1.2億減と言われましたね。不動産取得税関係

では減額。自動車税関係では重課の分で2.6億増

収で、軽課の分が３億減収ですから4,000万減。

合わせて４億ぐらい減収になっているというこ

とですね。そうすると、交付税で措置しますと

か、何かそういう手だてというのは国から示さ

。 。れているんでしょうか 何かあるんでしょうか

交付税につきましては、通常○吉本税務課長

どおりでございまして、減額分については特に

措置されているというふうではないと思ってお

ります。

これは国の法律、いわゆる地○福田財政課長

方税法による減額分ですので、国の政策によっ

て減額された分につきましては、地方交付税の

基準財政収入額から差し引かれますので、そう

いう意味では地方交付税で措置がされていると

いうことになろうかと思います。

どの程度措置されていると思って○鳥飼委員

いいでしょうか。

大体75％程度措置されている○福田財政課長

というふうに思っていただければいいかと思い

ます。

そうすると４億減収ですから、２○鳥飼委員

億8,000万ぐらいは補てんされているんじゃない

かという理屈ですね。しかし、理屈どおりには

来ていないんじゃないかと。財政課長は総務省

出身でありますけれども、余り信用していない

んですね。それはそれでいいとして、実際上、

交付税で措置しますといっても、なかなか担保

されていないんじゃないかなというのがあるわ

けで、理屈としては財政課長の言うとおりだろ

うと思うんですけれども、地方の実感とすれば

「ちょっと待てよ」というのが実感だと思いま

す。そういう実感を財政課長はぜひ学んでいた

だきたいと思います。

ほかにありませんか。○黒木委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、次に、報告○黒木委員長

事項に関する説明をお願いします。

それでは、宮崎県国民○大坪危機管理局次長

保護計画の変更について御報告いたします。こ

れは、法律の規定に基づきまして議会へ報告す
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ることとされているものでありまして、白い表

、紙の報告書のほうに詳細を記載しておりますが

本日、時間の関係もございますので、説明は委

員会資料でさせていただきます。委員会資料の

４ページをごらんください。

今回の変更につきましては、１の概要にあり

ますように、統計データや組織改正等による軽

微なものでありまして、実質的な内容の変更を

伴うものではございません。具体的には （１）、

にありますように、県の人口の変化や交通イン

、フラの整備状況等により時点修正を行ったもの

さらには （２）にありますように、組織改正に、

。伴って該当箇所を修正したものなどであります

なお、２の計画の変更日につきましては、本

年３月14日としておりますが、これは、その前

の２月16日に宮崎県国民保護協議会を開催しま

、 。 、して そこで変更の報告を行いました そして

その後、事務手続が完了した日をもって変更日

としたものでございます。以上でございます。

説明が終了しました。報告事項○黒木委員長

について質疑はありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようでしたら、次に、その○黒木委員長

他報告事項に関する説明をお願いします。

平成23年度における行財○片寄行政経営課長

政改革の取り組み状況について御説明いたしま

す。

総務政策常任委員会資料の５ページになりま

す。これと、別冊としまして、平成23年度にお

ける行財政改革の取り組み状況、２つの資料を

お配りしてございます。説明は両方の資料を用

いて行います。

まず最初に、別冊資料の表紙をめくっていた

だきまして、１ページをごらんください。本県

の行財政改革につきましては、昨年６月に策定

した「みやざき行財政改革プラン」に基づき取

り組んでおりまして、ここではその概要をまと

めております。まず、基本理念でありますが、

県総合計画の基本目標を支える持続可能な行財

政基盤の確立を目指しております。次に、推進

期間につきましては、平成23年度から26年度ま

での４年間。推進体制につきましては、知事を

本部長とする行財政改革推進本部を中心に全庁

体制で取り組んでおりまして、毎年度、その進

捗状況を公表することとしております。

このプランでは、資料にありますとおり、効

果的・効率的な行政基盤の確立、県民目線によ

る行政サービスの提供、持続可能な財政基盤の

確立という３つの視点に基づき、各種取り組み

を進めることとしております。

恐れ入りますが 別冊資料の最後のページ 14、 、

ページをお願いいたします。プランにおきまし

ては、ここに掲げる26の項目につきまして、そ

れぞれ具体的な数値目標を定めております。基

本的には、平成22年度を基準年度、平成26年度

を目標年度としておりまして、一番右側が、プ

ランに基づく改革の取り組み１年目に当たる平

成23年度における進捗状況となっております。

それでは、早速、具体的な取り組み状況につ

いて御説明させていただきます。

恐れ入りますが、常任委員会資料の５ページ

のほうにお戻りいただきたいと思います。この

資料は、先ほど説明しました別冊資料の概要版

となってございます。

まず、改革の視点１、効果的・効率的な行政

基盤の確立であります。

（１）の効率的で質の高い行政基盤の整備に

つきましては、組織の簡素効率化と少数精鋭に

よる組織運営を図るため、下の黒ぽつにありま

すような視点に基づき、組織の見直しを行って
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おります。次に、口蹄疫や東日本大震災の発生

を教訓に 「宮崎県業務継続計画（本庁版ＢＣ、

Ｐ 」の素案を作成しております。適正な定員管）

理につきましては、スクラップ･アンド･ビルド

の観点から見直しを行い、本年４月１日現在の

知事部局等における職員数は、対前年比61人減

の3,795人となっております。また、知事と部局

長とのフリートーキングや部局長メッセージの

発信、本庁職員家族運動会など、風通しのよい

職場環境の醸成に努めたほか 復職コーディネー、

ターの配置など、メンタルヘルス対策を実施し

たところであります｡

次に （２）の公正で透明性の高い県政運営に、

つきましては、まず、コンプライアンス意識の

徹底を図るため、全所属に配置したコンプライ

アンスリーダーに対する研修を実施するととも

に、コンプライアンスリーダーを中心として、

各所属で定期的な点検や研修を実施しておりま

。 、 、 、す 公共工事につきましては 公正性 透明性

競争性の高い入札・契約制度の運用に努めたほ

か、予定価格事後公表の全面導入、入札参加資

格等の見直しを実施しております。

６ページをお願いいたします （３）の適正で。

成果重視の県政運営につきましては、県総合計

画に基づく取り組みについて、内部評価や外部

評価委員による評価を行い、その結果を公表し

ておりますとともに、公共３部の事業を対象に

公共事業評価を実施しております。次に、適正

な会計事務や物品調達等を行うため、各種研修

や出先機関の事務指導・検査を実施しておりま

す。準公金等につきましては、準公金等ごとに

出納責任者を定め、毎月、金銭出納簿と通帳を

、 。照合するなど 適正な管理を徹底しております

職員の法務能力の向上につきましては、研修会

や講演会を実施してございます。

次に、公営企業経営の健全化を図るための取

り組みについてであります。まず、企業局にお

きましては、電気事業における建設改良積立金

の積み増し、工業用水道事業における有利子負

債の削減、地域振興事業における累積欠損金の

解消を図るなど、経営体制の強化を図っており

ます。病院局におきましては、中期経営計画に

基づく経営改革に取り組んでおりまして 平成23、

年度の収支は、中期計画の目標値を達成できる

見込みとなっております。また、医師確保に向

け、臨床研修医の確保に取り組むとともに、院

内保育の充実など、職員が働きやすい勤務環境

の整備を実施しております。

公社等の改革につきましては、公社等改革指

針に基づき、県職員の派遣減や県財政支出の削

減等の見直しを行ったほか、宮崎県の出資法人

等への関与事項を定める条例に基づく経営評価

等の内容について、県議会に報告を行ったとこ

ろであります。

、（ ） 、次に ４ の市町村との連携につきましては

市町村から37名の職員を受け入れ、県からは、

中山間地域への人的支援の２名を含め計25名の

職員を派遣しております。また、行政全般や個

別テーマを設けて意見交換を行う「チーム市町

村課」を９市町村に派遣しております。次に、

知事と市町村長が県政の重要課題について協議

を行う「宮崎県・市町村連携推進会議」や、ブ

「 」 。ロック別の 円卓トーク を開催しております

７ページをお願いいたします。次に、改革の

視点２の県民目線による行政サービスの提供で

あります。

まず （１）の県民への情報発信、県民ニーズ、

の的確な把握と県政への反映につきましては、

県ホームページにおきまして、利便性の向上や

、 、内容の充実を図ったほか ツイッターやブログ
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ユーチューブなど、ソーシャルメディアを活用

した情報発信を実施しております。また 「県民、

の声」や知事が県民と直接意見交換を行う「知

事とのふれあいフォーラム」等を実施しており

ます。

次に （２）の県民等との連携・協働につきま、

しては、ＮＰＯほか多様な主体との協働を推進

するため、県の事業で97件の協働事業を実施し

ております。また、ボランティア体験プログラ

ムの開発など、県民のボランティア活動の促進

に努めております。次に、本年４月１日に開校

した県立延岡しろやま支援学校におきまして、

本県の公立学校の管理職として初めて民間出身

の副校長を任用しております。公の施設につき

ましては、指定管理者制度の導入拡大の検討を

行いまして、今年度から新たに県営住宅53施設

への導入が図られております。また、県民や企

業等に対する県条例等に基づく各種制度につき

まして、黒ぽつにありますような規制の緩和を

図っております。

次に （３）県民サービス・利便性の向上につ、

きましては 「ヤングＪＯＢサポートみやざき」、

の窓口相談曜日の拡大や、県立農業大学校の研

修センターにおける宿泊施設利用条件の緩和な

ど、施設等の利便性の向上を図っております。

次に、育英資金の借用に係る提出書類の簡素化

、 。など 行政手続の簡素効率化を図っております

また、火薬類の製造の許可に関する事務など、

新たに３法令171の事務につきまして、市町村へ

の権限移譲を行っております。

８ページをお願いいたします。最後に、改革

の視点３の持続可能な財政基盤の確立でありま

。 、す 長引く景気低迷により税収等が伸び悩む中

社会保障関係費の増大等によりまして県財政は

依然として厳しい状況にありますことから 「第、

三期財政改革推進計画」を策定し、引き続き財

政改革の取り組みを進めているところでありま

す。

まず、平成24年度当初予算編成における財政

改革の取り組みであります。中期財政見通し時

点で見込まれた251億円の収支不足額につきまし

ては、黒ぽつにありますように、人件費の削減

や投資的経費の縮減・重点化、事務事業の徹底

した見直し等を進めまして、184億円まで圧縮を

図ったところであります。このような取り組み

により、平成24年度末の県債残高につきまして

は、１兆519億円の見込みとなり、臨時財政対策

債及び口蹄疫対策転貸債等を除く実質的な県債

残高につきましては、6,000億を切って5,992億

円まで減少する見込みとなったところでありま

す｡しかしながら、収支不足額に対応するた

め、184億円の基金取り崩しを余儀なくされ、平

成24年度末の基金残高につきましては、309億円

にまで減少する見込みとなっております。この

ため、引き続き、執行段階での経費節約などを

積極的に進め、一定の基金残高の確保を図る必

要があると考えております。また、ゼロ予算施

策につきましては、県民サービスの向上に資す

る施策を積極的に推進するとともに、不適正な

事務処理に関する再発防止策につきましても、

物品調達システム面等での対策を引き続き推進

しております。

最後に、その他の取り組みとして、平成23年

度における主な取り組み例であります。歳入確

、 、保に関しましては 未利用財産の売却の推進や

個人住民税の特別徴収の適正化に努めていると

ころであります。歳出見直しに関しましては、

県管理の土木施設の長寿命化等に取り組んでい

るところであります｡

説明は以上でございます。
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それでは、お手元の常任委○鈴木市町村課長

員会資料の９ページをお開きいただきたいと思

います。まず、議案第２号「宮崎県における事

務処理の特例に関する条例の一部改正」につき

まして、当委員会資料によりまして御報告いた

します。

、事務処理の特例に関する条例につきましては

それぞれの関係する委員会に分割付託して審議

をお願いしておりますので、私のほうからは全

体の概要につきまして御説明させていただきま

す。

まず、１の改正理由についてでございます。

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律 、いわゆる「第２次一括法」が施行されまし」

て、先ほど、消防保安課から説明がございまし

た「ガス事業法」に係る事務など３つの事務に

つきまして、関係する政省令が、ことしの２月

から３月にかけまして改正されたことから、事

務及び対象市を削除する所要の改正をお願いし

ているものでございます｡

次の２の施行日につきましては、既に４月１

日より県から中核市や市に権限移譲されており

ますので、公布の日としております。

10ページをお開きいただきたいと存じます。

事務処理の特例に関する条例に係る本県の移譲

事務数の推移等につきまして、参考として取り

まとめておりますけれども、１の移譲事務数の

推移をごらんいただきますと、平成24年４月現

在で87法令、1,263事務を市町村に移譲している

ところでございます。詳細な説明は省略いたし

ますけれども、この業務につきまして、今年度

から当課が所管することになりまして、今後と

も、住民に身近な行政サービスは、できる限り

住民に身近な市町村で担うことを基本といたし

まして、基礎自治体への権限移譲を推進してま

いりたいというふうに思っておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

続きまして、常任委員会資料の11ページをお

開きいただきたいと存じます。市町村合併につ

いてでございます。

市町村合併につきましては、昨年度の２月議

会におきまして 「合併効果の検証を踏まえ、合、

併市町の一体的な振興が図られるよう確実な支

援を行うこと」との要望がなされております。

さらに、先月５月には、当委員会みずから、都

城市、三股町、美郷町や関係商工会等を視察さ

れ、関係者等の皆さんと意見交換を実施してい

ただいたところでございます。このため、本日

は、合併市町等に対する今後の対応策等につい

て御説明いたしたいと思います。

まず、合併による市町村数の変遷を１に記載

しております。平成12年４月と比較しまして、

現在、全国で1,510減少し、1,719団体。また、

本県におきましても、18減少し、26団体になっ

たところでございます。

合併に至った背景等を２に記載しております

けれども、まず、地方分権の受け皿となる基礎

、 、 、自治体の強化が必要であったこと 通勤 通学

買い物などの日常生活圏が拡大したこと、経済

成長の低下に伴いまして財政状況の悪化、さら

に、人口減少時代の到来、少子高齢化などに係

る社会保障関係費の増大などによりまして、よ

り効率的な行財政運営が必要であったことなど

が挙げられております。

次に、合併の効果といたしまして、３に記載

しておりますけれども、窓口サービスの充実な

どによりまして住民の利便性が向上したこと、

単独ではなかなか困難でございました専任組織

の設置でございますとか、専門職員の配置が可
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能になり、住民サービスの高度化・多様化に対

応できるようになったこと、都市周辺部の下水

道・道路等の整備などによりまして基盤整備が

促進されたこと、また、行財政の効率化が図ら

れたことなどが挙げられております。

その一方で、４に記載しておりますように、

合併を選択した旧町村におきまして、中心部と

の地域格差が進んでいるのではないかといった

声とか、地域の歴史や文化に対する愛着、地域

の連帯感の希薄化が進みつつあるのではないか

という意見、さらに支所機能の縮小に伴いまし

て、従前と比べましてきめ細やかな行政サービ

スの提供ができにくくなっているんではないか

というような指摘もあるところでございます。

このため、今後の対応策について５に記載し

ておりますけれども、本県には、人口約40万人

の宮崎市から約1,200人の西米良村まで、規模や

立地条件など多様な自治体が存在しているとこ

。 、ろでございます 合併を選択した旧町村からは

「 」 、合併の恩恵が実感できない といった声とか

合併をしなかった団体、特に中山間地域の町村

においても、周辺集落の機能の低下等によりま

して将来に対する不安が高まっているという声

も聞いております。

、 、このようなことから 市町村課としましては

合併をしまして約５年余を経過していること、

また、今後、本格的な人口減少社会が到来する

ということなどから （１）から（３）に記載し、

ておりますとおり、地域の実情をきめ細やかに

把握するために、市町村や自治会などの地域団

体等へのアンケート調査や聞き取りを実施しま

して、この調査等の結果に基づき、合併が地域

にどのような影響を与え、住民生活に変化が生

じたかなどを分析しまして、今後のまちづくり

や課題解決に向けて整理をいたしていきます。

また、あわせて、合併しなかった小規模自治体

を含め、今後の地域づくりの主体としての基礎

自治体のあり方等につきましても整理していく

こととしております。

なお、これらの状況につきましては、適宜、

今後、当委員会におきまして御報告してまいり

たいと考えておりますので、よろしくお願いい

たします。

説明は以上でございます。

それでは 資料の12ペー○大坪危機管理局次長 、

ジをごらんください。本日、２点御報告します

が、まず１点目、宮崎県における竜巻・津波対

策についてでございます。

、 、（ ）まず １番目の竜巻対策についてですが １

にありますように、本県の発生状況ですけれど

も、最近のデータを見ますと全国で第３位とい

うことで、全国的に見ましても非常に多発する

地域ということでございます。特に、平成18年

の台風13号における竜巻では、延岡市で３名の

方が亡くなるなど、大きな被害が発生したとこ

ろでございます。

その後 （２）の①にありますように 「竜巻、 、

注意情報」なるものが平成20年から発表される

ようになりましたので、県では、県民への情報

提供ですとか、市町村への伝達に努めておりま

す。ただ、注意情報が出ましても、実際に発生

、する確率が非常に低いということもありまして

本年の５月時点で調査しましたところ、住民へ

の情報伝達を行っていたのは延岡市とえびの市

のみでありました。また、②ですが、県民向け

、 、には ホームページや出前講座等を通しまして

竜巻が発生しやすい気象状況や、万一発生した

場合の対応等について普及啓発を行っておりま

して、本日は、ホームページに掲載している資

料を別冊として添付いたしておりますので、ま
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た後ほどごらんいただければと存じます。

そのような中ですが、去る５月６日に茨城県

等で大きな竜巻が発生しましたので （３）の①、

にありますように、市町村に対しまして、住民

への情報伝達等を改めて要請したところであり

ます。ただ、先ほども申しましたように、実際

に発生する的中率というのが大変低いというこ

とで、今後の情報伝達のあり方についてはいろ

いろと検討する必要があろうかと考えておりま

す。また、②にありますように、県民への普及

啓発につきましても、県庁ホームページのトッ

プページのほうに掲載しまして見やすくしまし

たほか、今後もさまざまな機会をとらえまして

対応していくことにいたしております。

、 、それから 右のほうの13ページになりますが

２番目の津波対策でございます。

まず （１）地震・津波の想定見直しの現状で、

すが 資料をめくっていただいて14ページに 想、 「

」 、定見直しの流れ という表をつけておりますが

南海トラフの地震、日向灘の地震、それぞれの

大規模地震につきまして 昨年度から作業を行っ、

ているところでございます。このうち、上段の

ほうの南海トラフの地震、これは、東海地震、

東南海地震、南海地震、日向灘地震、４つの地

震が連動して発生するというものでございます

が､内閣府を中心に検討が行われておりまして、

去る３月31日に中間報告なるものが出されてお

ります。その結果につきまして15ページのほう

に掲載しておりますが、15ページの表を見てい

ただきますと、本県の沿岸部におきましては、

最大で最悪の条件下ということになりますけれ

ども、高いところで10メートルから15メートル

程度の津波が想定されたところであります｡

、もう一回14ページのほうに戻りますけれども

今後の予定ということになりますが、内閣府の

ほうでは、早ければ６月中にも最終結果を示し

たいということで説明を聞いておりますので、

県としましては、それを受けて具体的な地震・

津波シミュレーションを行いまして、下のほう

にあります日向灘地震の結果とともに、後ほど

国土交通大臣に報告をした上で、被害想定や減

災計画を取りまとめまして、その対策を本県の

地域防災計画の中に盛り込んでいく予定にいた

しております。

もう一回13ページのほうに戻っていただけま

すでしょうか （２）のこれまでの対応状況であ。

りますが、①の避難対策につきましては、沿岸

の市町村におきまして、避難場所の再点検です

とか、海抜表示を行うとともに、②の地域防災

力の強化や、③住民への情報伝達の拡充、④住

民への啓発・訓練、⑤民間との災害時応援協定

の締結などを進めてきたところであります｡

そして （３）今後の対応につきましては、新、

たな被害想定を受けまして、①地域防災計画に

おける地震・津波対策の見直しを行いますとと

もに、②大規模・広域的災害への対応としまし

て、東日本大震災でも教訓となりましたけれど

も、自衛隊や消防等を含めて、全国からのさま

ざまな支援が円滑に実施できるような後方支援

拠点を含めた「受援体制」の問題ですとか、あ

るいは万一、県庁や総合庁舎等が被災して業務

ができない場合の臨時的な施設や場所の確保と

いった「バックアップ体制」につきましても、

検討してまいりたいと考えております。また、

③ですが、内閣府が中心になりまして、今般、

「南海トラフ巨大地震対策協議会」なる組織が

設立されましたので、それへの参加を通じて、

いろんな連携ですとか要望等も行ってまいりた

いと考えております。

次に、資料の16ページをごらんいただけます



- 34 -

でしょうか。宮崎県業務継続計画（本庁版ＢＣ

Ｐ）の案についてでございます。全体の計画そ

のものは別冊で冊子のほうでお配りいたしてい

、 、ますので 後ほどごらんいただきたいのですが

そのエッセンスのみ、表でまとめております。

全部で５章から成っておりますが、第１章の策

定の目的のところをごらんいただけますでしょ

うか。このＢＣＰにつきましては、東日本大震

災のような大規模災害でありますとか、あるい

は深刻な感染症が発生したような際に、災害へ

の対応や県民生活の安定確保等を図るために、

本庁におきまして必要な業務の継続や早期の再

開ができるための方策等を定めたものでござい

ます｡

第２章のほうで大規模な災害等のシミュレー

ションを行いまして、その想定をもとに、第３

章で事前に備えておくべきことを列挙いたしま

した。特に、大規模な災害に対しましては、円

滑な初動対応ができるための具体的な備えです

とか、新たな防災拠点施設整備の必要性等につ

いて言及しているところであります｡

また、第４章では、実際に非常事態が発生し

た際にいかに円滑に業務運営を行っていくかと

いう観点で、庁内におけるルールづくりや体制

づくりを行いまして、②にありますように、全

庁的に通常業務を一時停止して、災害対策業務

や非常時優先業務を遂行すること、さらには、

万一、本庁舎が使用できない場合に、速やかに

代替施設を選定して業務を行うこと等について

定めております。

最後に、第５章では、ＢＣＰを的確に推進す

るための方策や、今後の展開としまして、県の

出先機関におきまして「地域版ＢＣＰ」を策定

することや、市町村、企業等への啓発を行って

いくこと等について記載しております。

なお、詳細な内容について、先ほども申しま

したように、別冊として添付しておりますけれ

ども、今後、具体的な実施要領を作成するなど

しまして、来月にも正式に運用を開始したいと

考えております。また、地域版のＢＣＰにつき

ましては、本年度中の策定を目指して作業を進

めることにしております。以上のようなことか

ら、大規模な災害等に対しましても、でき得る

限りの備えをしてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。

説明は以上です。

それでは、西臼杵３町の○厚山消防保安課長

消防常備化について御報告いたします。

委員会資料の17ページをお開きください。１

の現在の状況でありますが、現在、西臼杵３町

は、消防本部や消防署を置かない、いわゆる消

防非常備町村でありまして、火災や救急などの

消防業務につきましては、消防団や役場職員等

が対応しております。県内では、このほか、西

米良村など４町村が消防非常備町村となってお

ります。

次に、これまでの経緯ですが、西臼杵３町で

は、平成20年12月に３町による常備化検討組織

を設置しまして、常備化に向けた検討が行われ

てきたところであります。本年５月には３町で

覚書を締結し、常備化に関する基本的な事項に

ついての合意が得られましたことから、本年６

月にそれぞれの町議会におきまして常備化の取

り組みについて説明がなされたところでござい

ます。

、 。次に ３の常備化の概要についてであります

組織は１消防本部１消防署を基本的な体制とし

まして、３町で一部事務組合などを設置して運

営し、各町が経費を負担することとなっている

ようでございます。運用開始時期につきまして
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は、平成27年４月１日を目標として、今後、早

期に準備会を立ち上げまして、常備化の具体的

な内容につきまして協議されるものと伺ってお

ります。

、 、最後に ４の県の支援についてでありますが

現在の制度の中では （１）にありますように、、

常備に向けた取り組みに対しまして、１団体当

。たり80万円を限度とした補助制度がございます

県といたしましては、今後とも、西臼杵３町の

常備化の実現に向けて 適宜必要な助言等を行っ、

てまいりたいと考えております。

消防保安課からは以上でございます。

、○黒木委員長 執行部の説明が終わりましたが

その他の報告事項について質疑はありませんで

しょうか。

行財政改革についてお尋ねいたし○鳥飼委員

ます。今度も４年計画ということなんですけれ

ども、４年計画の中で去年つくった行財政改革

プランを達成するということで、別冊で危機管

理体制の強化とか、広報戦略室とかいろいろ書

いてあるんですが、ここに次長やらおられて非

常に恐縮なんですけれども、新しい計画に移る

ときに、人は今のところ達成して 達成し過―

ぎになっているんですけれども。こういう傾向

が続くとすれば、例えばＢＣＰも本当にやれる

のかということが本会議で出ましたが、そうい

う意味では、兵隊といいますか、実働するとこ

ろに振りかえていくようなことも検討していく

べきじゃないかというふうに思うんですけれど

も。課長では答えられないかもしれませんけれ

ども、そういう考え方ですね。亀田次長がおら

れるので、非常に聞きにくい話ではあるんです

けれども、各部にそれぞれ次長なりがおられま

すし 大坪次長の場合は課長兼務ということ―

で実働のところですが そういうところを今―

度改定するときは要員に組み込んでいくという

ようなことを考えていって、実働するこちらに

おられる皆さん方のところをふやすというか、

振りかえていくようなことも考えていくべき

じゃないかと思うんです。答えにくいでしょう

から、聞くようにしていましたけれども、答え

は結構です。

それで、お聞きしたいのは、26年度に3,800人

にしますといったのが、既に3,795人と５人オー

バーしているんですけれども、非常に兼務の職

員が多い。職員録を見ても、前に「兼務」がつ

くか、後ろに「兼務」がつくというようなこと

が多くて、本会議でも質問したんですが、保健

所長のことでもちょっと言いましたけれども、

この現状はどういうふうになっているのかなと

思うんです。人事課長のところで答えられなけ

、 、 。れば またこの次にと思いますけれども 現状

これは人事課になると思うんです。

ちょっと確認でございますけ○武田人事課長

れども、現状といいますと、いわゆる今の実態

がどうなっているかということでございましょ

うか。

そうです。○鳥飼委員

確かに、兼務で業務を兼ねる○武田人事課長

ケースというのは多々あろうかと思いますが。

鳥飼委員のほうから、本会議の中で保健所長の

話とか、いろいろございましたが、兼務をかけ

る場合には、組織規模とか、業務のある程度の

難易度とか、そういうものを考えながら、そし

て、職員も含めて検討はしているところでござ

いまして、できるだけ欠員がないような形で対

応したいと思っておりますし、また、どうして

も任期途中、１年間の中で欠員が出たりする場

合には、それなりに臨時職員とか非常勤職員等

の対応で業務を遂行していきたいというふうに
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考えております。

今言ってどうこうというのはあれ○鳥飼委員

でしょうけれども、後日でも結構なんですけれ

ども、兼務者の数は何人です、専務者の数は何

人ですと。職員録はこのぐらいありますね。し

かし、実際はその３分の２ぐらいじゃないかな

というような感じもしているんです。そこら辺

をまた教えていただければというふうに思いま

す。

それと、臨時職員の話が出ましたので、これ

とはちょっと離れますけれども、東日本大震災

で派遣をしている、長期派遣と短期派遣とある

んですけれども。長期の場合は人事課付にして

職場に要員を確保しますということになってい

ますけれども、短期の場合があいまいになって

いるような感じがするんです。例えば２カ月と

か４カ月とかあるでしょう。例えば、現場から

行った場合、野菜の指導をしておった農業改良

普及員の人が行ったとしたら、そこはいなくな

。 。 、るわけです だれかが補充すると そのときに

少なくとも臨時職員でも補充をしていただけれ

ば、業務遂行には支障が少ないんじゃないかと

いうのが出ていましたので、これは答えは要り

ませんが、お願いしておきます。

次ですが、５ページにあります公正で透明性

の高い県政運営ということで、コンプライアン

ス意識の徹底ということが書いてあるんです。

これまでもいろいろと議論をされてきましたけ

れども、そもそも論をしておきたいと思うんで

すけれども、何か不祥事があると「コンプライ

」 。アンスの徹底を図ります とか言うわけですね

総務部長が内規を出したりするわけですけれど

も、そもそもコンプライアンスとは何ぞやとい

う理解が不十分なんではないかというふうに思

うんですけれども、どういうふうに考えておら

れますか。

まず、コンプライアンスにつ○武田人事課長

いては、これは横文字でわかりづらい部分はあ

るかもしれませんが、法令遵守ということで、

職員に対するその意識の徹底を図っていこうと

いうことで取り組んでおります。これにつきま

しては、御存じのように、平成18年度に入札談

合事件等が発覚いたしました それからまた 19。 、

年度には不適正な事務処理等も発覚いたしまし

て、そういう中で、職員の法令遵守に関する意

識といいますか、そういうものをもう少し啓発

していきましょうということで、平成20年３月

にコンプライアンス推進委員会を設置いたしま

して 「行財政改革の取り組み」に書いておりま、

すように、法令遵守なり服務関係について、職

場等で研修を行ったり、また、その指導を行い

ますリーダー等の研修、そういうものを行って

いるところでございます。

また別の場で議論はしたいと思う○鳥飼委員

んですけれども、法令遵守ということが誤解と

いうか、わかりにくい。コンプライアンスとい

うのは、県庁の組織が、例えば人事課にしても

行政経営課にしても、その組織として機能して

いくというか、そのことが大事なんですね。そ

のことが担保されないコンプライアンスという

のは意味がないわけです。例えば、福祉事務所

であったりすると、生活保護の不正受給の話が

出ましたけれども、困窮者を支援して、そして

また自立をしてもらうという本来の目的から逸

脱したような形でコンプライアンスが議論され

ても意味がないんですね。この中でうたわれて

いるのは単に法令遵守をしておけばいいんだと

いうような意識になりがちだというふうに思う

んですよ。また別の場でこのことはやりたいと

思います。何を青臭いことを言っているのかと
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いうふうにお思いかもしれませんけれども、非

、常にコンプライアンスというのは大事ですから

ぜひ、そういうふうなお受けとめをいただけれ

ばというふうに思っています。

そういう意味で言えば、６ページに、適正で

成果重視の県政運営で、③に「準公金等の会計

事務の適正化」というのがありますね 「準公金。

等ごとに出納責任者を定め、毎月金銭出納簿と

通帳を照合するなど適正な管理を徹底」という

ことで。この準公金というのはどういうものを

指しているのか、確認のためにお尋ねします。

まず、県庁内での予算執行等○武田人事課長

で支出されるお金については公金ということに

なりますが、例えば所属で事務局を持っており

まして、直接県の予算は伴いませんけれども、

お金を預かって、それで運用する場合 例え―

ば協議会とか、一定の何らかの任意の事務局を

持ってお金を扱う場合、そういうお金を準公金

と言っております。

それは許容されるだろうと思うん○鳥飼委員

です。地域振興のための 市町村も入ったと―

か、民間団体も入ったものでやる。いわゆる純

粋の公金ではないけれども、準公金になる。職

場の親和会でも準公金としているわけですね。

、 。なぜ こんなものを準公金と言えるのかどうか

もう答えはあれですけれども、きのうですか、

、 。おとといですか ファクスで誤送信があったと

そのこと自体は確かに問題でしょうけれども、

本来、円滑に職場の機能を果たすためにという

ことでああいうような親睦もあるわけで、そう

いうこともコンプライアンスのところに関係し

てくるわけなんです。ただ、このこと自体がけ

しからんということではなくて、土木事務所と

しての機能をどうやって果たすかということの

一環だと思うんですね。そういう理解がコンプ

ライアンスというところには必要なんじゃない

かと。親和会のお金とか互助会とか職場の親睦

。 、で使うお金は本当に私的なお金です ですから

それに県が介入するというのは公私混同じゃな

いかというような感じもするわけです。これ以

上言いませんけれども、お客さんが来たときに

お茶を出すが、職場の親和会で買ったお茶っ葉

を使って出したら公私混同かと。細かく言えば

そんなことにもなるわけで、そういうふうには

なりたくない なったらいかんというふうに思っ。

ていますので、そういう意味でコンプライアン

スというのをもう一回議論し直しをお願いした

いと思います。

次に、７ページに県民サービスの利便性の向

上ということで 「ヤングＪＯＢサポートみやざ、

き」の窓口相談曜日の拡大というのがあって、

土日も始めましたというようなことで利便性が

向上したということだろうと思うんですけれど

も。所管ではないんですけれども 「ヤングＪＯ、

Ｂサポートみやざき」の現在の運用状況、どこ

がやっているのか、働いている職員の身分はど

うなのかというのがわかれば。

今、調べていますので、○片寄行政経営課長

ちょっとお待ちください。

、○鳥飼委員 それは後で教えていただくとして

説明資料の８ページに「第三期財政改革推進計

画」とあるわけですけれども、そして、別冊も

、 、つくっていただいているわけですが この中に

昨年つくった「みやざき行財政改革プラン」の

見直し目標額の内訳とか、基金残高の見込みと

か、必要な資料というのを別冊のほうに入れて

おくべきではないかというふうに思うんです。

でないと、私たちも忘れますし、皆さん方も忘

れて、担当のところだけがかわってもわかって

いるということでは困ると思いますので、そこ
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はもう申し上げませんけれども、ぜひ、別冊を

読めば去年の計画のときからこうなっているん

だというのがわかるような資料をつくっていた

だきたいというふうに思っています。

そこで、再確認なんですけれども、別冊の11

ページに持続可能な財政基盤の確立というとこ

ろがあります。第三期財政改革推進計画の取り

組み状況が書いてあるんですけれども、参考と

いうところで表がありますね。23年度末、24年

度末で県債残高、関係２基金残高というのが書

いてあるんですけれども、これを読んでもなか

なかわからないんですね。ちょっと確認したい

んですけれども、県債残高のところで「目標」

というのは、去年つくった計画の目標だろうと

思うんですけれども 「実績」というのは、こと、

しの実績ということですね。24年度末の実績と

いうことになると思うんですけれども じゃ 24、 、

。年度末は出ているんですかということなんです

恐らくこれは見込みだろうなと。私は勝手に別

「 」 、冊のほうに 見込み と書いたんですけれども

その確認をしておきたいと思います。

御指摘のとおり、少しわかり○福田財政課長

にくい内容になっております。表の下の米印の

ところにそこのところが書いてございまして、

実績については２月補正後における年度末残高

見込み、つまり、23年度末とある部分について

は、２月補正後の数字が入っております。それ

から、括弧書きのところで、平成24年度は当初

予算編成時点の額ということですので、24年度

末といいますのは、あくまでも当初予算を編成

した時点で、このままいけば24年度末実績とし

てこれだけになるであろうということです。そ

ういう意味では正確には実績ではないという御

指摘はそのとおりだと思います。

資料も別冊も非常にわかりにくい○鳥飼委員

です。僕らが読んだときに、去年の計画からこ

うなっているんだな、今は県の財政はこうなっ

ているんだなというのがわかるようなのをぜひ

つくっていただきたいと思うし、わからんとこ

ろがありますので、また後で教えていただきた

いと思います。

先ほど 「ヤングＪＯＢサ○片寄行政経営課長 、

ポートみやざき」についての御質問がございま

した。これは、御案内のとおり、労働政策課の

地域雇用対策室のほうでやっている事業でござ

いまして、40歳未満の方を対象に就職の相談や

面接指導等をやっているというところで、ヤン

グＪＯＢサポートみやざき」というオフィスを

宮崎と延岡 延岡のほうは「サテライト」に―

なりますけれども、これをやっていまして、今

回の御報告した中身は、宮崎のほうを、従来は

月曜日から金曜日までやっておりましたのを土

曜日もやるようにしたという中身になっており

ます。また、これ以外に、都城、日向、日南、

小林で出張相談とかもやっております。

、 、先ほど 委員御質問の勤務体制等については

今、詳しい資料がございませんので、また資料

。のほうはお届けさせていただきたいと思います

以上でございます。

済みません。行政経営課外のとこ○鳥飼委員

ろでお聞きましたけれども、なぜ、こんなこと

を聞いたかというと、県民サービスの利便性は

向上していますと。確かに利便性は向上したと

思うんですけれども じゃ ヤングＪＯＢサポー、 、「

トみやざき」は何をするのかといったら、職業

といいますか、新たな職を開発する、その相談

に乗るというところですね。ところが、相談に

乗っている人の身分がなかなか改善をされない

という、同じような身分だというところなんで

す。そこまで突っ込んだのでないと本当の改革
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と言えないんじゃないかなということでお尋ね

しました。行政経営課にはちょっと嫌らしい質

問だったかもしれませんけれども、ぜひ、そう

いうところも含めた改革をお願いしたいと思っ

ています。

もう一つ。もう長くなりますので終わりたい

と思いますが、次に、平成の市町村合併につい

てということで、これは質問ということより、

ようやくというか、こういう検証をやってくれ

るようになったなということで感謝したいと思

います。３年ぐらい前からこの場でも本会議で

も言ってきたんですけれども、市町村合併とい

うのが行われてきて、じゃ、どうなっているの

かということで僕らは非常に心配しています。

私は宮崎に住んでいるわけですから、ほとんど

考えないんですね。ところが合併をされる側と

いうのは必死のことなんですよ。例えば、宮崎

だったら佐土原、高岡、清武、田野ですね。入

郷でも都城でもそうなんですけれども、そうい

う意味で今回の合併というものがどういうもの

であったのかというのをしっかり検証していた

だきたいということで、課長に大いに期待して

おりますので、この調査といいますか、これを

よろしくお願いしたいと思います。

、○鈴木市町村課長 委員のおっしゃったとおり

合併をされた当該町村 市になっているんで―

すけれども は、それぞれ一生懸命取り組ん―

でいらっしゃることは取り組んでいらっしゃい

ます。そうしたことが実際上滑りじゃなくて、

どういう形で一体感があるのかどうかというの

を再度、この時点でアンケートとかいろんな対

話集会をやりながら検証し、今後につながるよ

うな施策が打てればいいなというぐらい思って

おりますので、また今後とも御指導いただけれ

ばと思いますので、よろしくお願いします。

幾つかお尋ねしたいと思うんです○有岡委員

が 「常在危機への備えとして」という別冊でい、

ただいている分ですが。昨年の東北の震災を受

けまして、情報システムで、データセンターに

ついて別の場所に予備機能を持たせておく必要

があるという表現があるんですが、実際に県の

データまたは県内市町村のデータの予備機能を

持たせるような取り組みというのが今行われて

いるんだろうかと思いましたので、お尋ねいた

します。

市町村のデータまで詳○大坪危機管理局次長

細に把握はしていないんですが 県の重要なデー、

タにつきましては 現在 民間のデータセンター、 、

のほうにそのデータがバックアップされており

。 、 、ます ただ こんなふうな大災害になりますと

果たしてそこの民間の１カ所だけでいいのかど

うかという問題がありますので、それについて

もさらなる予備のバックアップについて検討す

べきだということで、こんなふうな整理をした

ところでございます。

ぜひ市町村も含めて、今後のデー○有岡委員

タの管理というものをお願いしたいと思ってお

ります。

資料の14ページになりますけれども 「宮崎県、

」 、防災・防犯情報メールサービス ということで

全職員加入というような目標を立てていらっ

しゃいますが、現状はいかがでしょうか。

残念ながら全員が入っ○大坪危機管理局次長

ているという状況ではございませんで、今、県

内でたしか２万数千人が入っていらっしゃると

いうレベルでございます。キャパとしては10万

人ぐらい入っても大丈夫なようなシステム構築

にしていますので、これは県職員もあわせてで

すけれども、さらなるその啓発を図っていきた

いと考えております。
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どうもありがとうございます。○有岡委員

次に、消防保安課のほうにお尋ねしたいと思

いますが、西臼杵３町の常備化ということで大

変期待されている部分ですが、それとあわせま

して、先日、美郷町のほうに伺いまして、職員

等の負担が大きいというお話を伺いましたが、

美郷町を含めた１町３村ですか、こういった常

備化に向けての取り組みはいかがなものでしょ

うか。

その他の非常備町村の状○厚山消防保安課長

況でございますけれども、県下では７町村とい

うことでございますが、西臼杵を除きました４

町村につきましては、まず、美郷町につきまし

ては、お伺いしておるところでは、23年当初、

美郷町のほうから日向市のほうに事務委託とい

うことで協議の申し出があったということでご

ざいますけれども、その後、昨年の12月、美郷

町のほうで財政状況等々シミュレーションした

ところ、財政状況等に不安などがあるというよ

うなこと等々によりまして、日向市への事務委

託を断念したというふうに聞いております。

あとの椎葉、諸塚、西米良につきましては、

今のところ、具体的な動きというのは聞いてい

ないところでございます。

西臼杵に次いで必要のある部分で○有岡委員

すし、市町村課にも関連するんですが、基礎自

治体として常備の消防施設があるというのは一

つの目標だと思いますので、ぜひ、進めていた

だけたらと思っております。

「平成23年度における行財政改革の取組状況

について」の12ページにあるんですけれども、

未利用財産の売却とかオークション云々という

こともございます。その下のほうに 「県有建物、

長寿命化指針」というのを23年度に策定されて

いるようですが、こういった社会資本を含めた

県有財産のストック、こういったものを整理し

ていらっしゃるだろうと思うんですが、現状は

いかがでしょうか。かなり建物なり、県土整備

部等の管理していらっしゃる橋梁等の話もある

と思いますが、まずは県の財産のストックとい

うんでしょうか、整備する施設の量、そういっ

たものを把握していらっしゃるでしょうか。

ここでは特に建物関係で○片寄行政経営課長

指針というのを記載してございます。これは、

県土整備部のほうでやっておりまして、申しわ

けございませんが細かい数値は把握しておりま

せんけれども、この考え方としまして、これは

平成22年度末時点で、築後30年を経過した建物

の割合が39.9％ これが５年後の28年度には50.1、

％になってくる また 橋梁のほうは 建設後50。 、 、

年の橋梁が、全体に占める割合で21年４月時点

で８％が 20年後の平成41年の時点では全体の54、

％になると。急速に公共の建物とか橋梁とかが

老朽化してくる。今後のコストを考えますと、

早目早目というんでしょうか、きっちり計画的

な維持・修繕をやっていくことが、トータルと

してコストの削減につながっていくという考え

方で、そういうふうなきめ細やかな維持・修繕

を計画的にしながら、結果として建物とか橋梁

の長寿命化に取り組んでいこうというところで

ございます。以上でございます。

これは一般質問でもした内容だっ○有岡委員

たものですからお尋ねしているんですが、先ほ

ど申しました、利用していない財産の売却とか

いう議論の中、例えば古い施設については処分

していくんだとか、そういったことも判断して

負担を減らしていくということも考えないとい

、けない時期に来ているとは思うんですけれども

―そのような売却していこうとかいう動きが

今の時点で計画はあるんでしょうか。もし、数
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字がわかれば教えていただきたいと思います。

未利用財産の売却ということ○柳田総務課長

でございますが、これにつきましては、庁内に

公有財産の調整委員会というのを設けておりま

して、各部局でそれぞれ廃止したりしたものに

ついて挙げていただいて、それについてその後

に活用する予定があるかどうかを各部局にまず

お聞きします。それで、ないということでござ

いますと、調整委員会の中で「処分」という方

針を出します。それを受けまして、土地建物に

ついては処分をしているところでございます。

例えばということで申し上げますと、23年度に

つきましては、売却の実績としまして53件、

ちょっと去年は多かったんですけれども、これ

で11億ほど売却しているというようなことでご

ざいます。未利用地につきましては、それぞれ

出てきました段階で、今申し上げたような方針

を出しまして処分をしているという状況でござ

います。

委員長、質問の内容が国民保護計○有岡委員

。画のほうにさかのぼってもよろしいでしょうか

前の案件だったものが私、おくれてしまってお

りますが、よろしいでしょうか。

４ページになりますけれども、危機管理課の

国民保護計画の内容ですが 「武力攻撃災害の復、

旧」というような表現もあるんですが、九州・

山口９県武力攻撃災害等時相互応援協定とか、

平成７年に協定を結んでいます災害時相互応援

協定とかいろいろあるんですけれども、現在、

そういったものが大規模災害時に生きてくるよ

うな体制になっているのか、９県での協定の実

態というんでしょうか、その現状を教えていた

だければありがたいと思います。国民保護計画

の変更の中での、広くいいますと、これが宮崎

から九州・山口９県にまたがっていくという判

断から教えていただきたいと思うんです。

自然災害にしても武力○大坪危機管理局次長

攻撃にしましても、受ける事象というのは似た

ものがございます。したがいまして、地域防災

計画と宮崎県国民保護計画というのは十分に密

接しながら策定して、対応しているところでご

ざいます。その中で、九州各県との連携、これ

は当然ながら、自然災害でも武力攻撃の場合で

。も十分留意しなくてはならない点でございます

特に、住民を避難させるとか、それを受け入れ

るとか、あるいはいろんな復旧事業なんかを支

援していくとか、そういうさまざまな協力の中

身がございますので、そこはしっかりと協定に

基づいて連携しながら進めていくということに

なろうかと考えております。

どうもありがとうございます ネッ○有岡委員 。

トで調べましたら輪番制になっていまして ４～、

５年後には宮崎が事務局になったり、そういっ

た流れになっているようですので、お願いした

いと思います。

最後にもう一点だけ税務関係で教えていただ

きたいと思いますが、３ページにございます自

動車税の中のディーゼル車でしたら11年、ガソ

リン車でしたら13年を経過したものに加算され

る税がありまして、先ほど、２億6,000万ほどの

税の増収を見込んでいるというお話でしたが、

大変古い車ですので、実態としては減っていく

わけですけれども、こういったものが実際は廃

棄して、ないと。ですから、不納欠損というよ

うなことにもかなり影響してくる部分かなと

思ったんですが この実態はいかがなものでしょ、

うか。かなり古い車に対する課税になっており

ますが。

今、自動車税の古い車という○吉本税務課長

お話ですが、実際、重課をされております台数
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というのが、23年度でございますけれども、全

部で８万2,000台ほどあります。これらの車につ

きましては、ガソリン車、ディーゼル車両方合

わせた数字なんですけれども、これを新たなエ

コカーにして環境を守っていくというのがこの

制度の趣旨でございますので、４月１日時点で

課税されておりますから、不納欠損とか、そう

いうものは関係ないのではないかなというふう

に思っております。以上です。

ありがとうございました。またよ○有岡委員

ろしくお願いしたいと思います。

平成23年度における行財政改革の○宮原委員

取り組みについてというところで、別冊のほう

では、平成24年４月１日で職員数は3,795人とい

うことなんですが、これが平成27年４月１日と

いうことになると、同じぐらいの数字で3,800を

目標にしているということになりますが、25

年 26年は職員というのは減らす方向なんでしょ、

うか。ここが頭打ちというか、これが限界だと

いう状況なんでしょうか。

職員数につきましては、○片寄行政経営課長

一生懸命削減に取り組んできまして、現時点で

こういう数字になってございます。ただ、行政

、 、需要というのが 新しいニーズも出てきますし

現在の段階でまだ県民のニーズに対応できてい

ない部分とかも当然ございます。そういったと

ころにきっちり対応できるような組織を求めて

いかなきゃいけないというふうに考えてござい

ます。あわせて、私も４月の中旬から６月の頭

まで 県内の各出先機関ほとんどのところを回っ、

て、いろんな出先機関の現場の声というのも聞

いてまいりました。それで、今の体制というの

も、まだまだいろいろきめ細かく見直していか

なきゃいけないところがあるというふうに認識

してございます。現時点では、この3,800という

、数字はほぼ達成しているわけでございますので

今後は、この計画期間内につきましては、この

体制の中でより求められている成果が実現でき

るような組織のあり方というのを各部局と議論

していきたいというふうに考えてございます。

以上でございます。

ありがとうございます。たしか、○宮原委員

前の計画で1,000人落とせばよかったところ

を1,133人落とされて、実績が上がりましたと言

われるんだけれども、職員の皆さんにそれだけ

、負担がかかっているということも考えますので

平成27年４月１日ということを目標にされるん

だったら、そこまでに3,800という数字に軟着陸

をさせればいいのかなというふうに思うんです

けれども。前もってやってしまうと、この数字

というのは、評価を受けるために3,750とかとい

、 、う数字が出ると 多分その部署にあられる方は

、私は非常に頑張ったとなるんでしょうけれども

職員全体から見たときには非常に負担がかかっ

ている。また、メンタル面でダウンされるよう

な方がふえてしまうということになると元も子

もなくなるのかなというふうに思いますので、

そのあたりは、中で十分検討していただいた上

で適正な人員配置ということでないと。正職員

の数は減っても、今度は臨時職員というのが仮

、にどんどんふえてきているということであれば

何のためにやっているのかわからないような状

況になると思いますので、臨時職員がどうだと

いうことは聞きませんけれども、そのあたりも

含めて十分検討をいただいた上での改革にして

ほしいというふうに思います。よろしくお願い

します。

今度は７ページの県民目線による行政サービ

スというところで、県立延岡しろやま支援学校

で民間出身の副校長先生を任用しましたと。要
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は、広く県民目線によるということでの事業だ

というふうに思うんですけれども、この先生の

任期というのはどうなるんですか。そして、身

分というのはどうなっていくんですか。わから

なければ後でいいです。

以前、○亀田総務部次長（総務・職員担当）

教育委員会にいたということで、私のかすかな

記憶でお答えしたいと思いますが、たしか、正

規職員に採用したと思います。55歳か56歳で、

民間というか、宮崎銀行にいらっしゃった方で

したが、我々と同じように60で定年になって、

そこまで全力で頑張っていただくということ

だったような記憶があります。

何で聞いたかというと、そういう○宮原委員

形で中途で採用はした。ところが３年、４年で

投げ出すということではまたいかがなものかな

というふうに思ったものですから、聞かせてい

ただいたところでした。

続きまして、８ページで、県債残高というの

が１兆519億円と。新聞等にも書いていただくも

のですから、県は１兆も借金があると言われる

んですけれども、実質的な借金となると6,000億

ぐらいということになりますね。こういったも

のは、公表する場合には 県が当然、国の許―

可を得て借金しているということになるんで

しょうけれども 実質は6,000億ですよという―

のが上に来るような報道の仕方というのはでき

ないんですかね。

まさにおっしゃるとおりであ○福田財政課長

りまして、県債残高としては１兆超えておるん

ですが、実質的な県債残高については6,000億程

度ということでございます。我々も情報発信す

る際には、１兆円だけではなくて実質的な分

の6,000億円についても必ずあわせてお伝えする

ようにはしておりますが、マスコミからすると

１兆円を超えているというほうがインパクトが

大きいので、どうしてもそういう報道のされ方

をしてしまうのかなという 感想ですけれど―

もそういう気がしております。

マスコミがいいかげんな報道をし○宮原委員

、ているというわけじゃないんでしょうけれども

取り方ですね。マスコミの方にすれば、１兆で

すよというと危機感を持つということになるん

でしょうけれども。そのあたり、マスコミの方

についてももう少し、できればこちら側から指

導がある程度できるような状況でないと、完全

に書かれっ放しというのは話にならないのかな

というふうに思いますので、そのあたりについ

ては マスコミの方も来ていらっしゃるのか―

な 話をしていただけるとありがたいなとい―

うふうに思います。

それと、基金残高についてですけれども、こ

の前、熊本がたしか数十億しかないというよう

な話でしたね。鹿児島が180億ぐらいの基金残高

だということだったようなんですけれども、そ

れからすると309億というのが大きいのか小さい

のかというと、考え方によっては大きいし、考

え方によっては、新幹線が通るのにいろんな負

担もされたのにそれだけ残っているといえばい

い経営をされているのかなというふうにも思う

んですけれども、309億という金額は、熊本、鹿

児島を除いた他県と比較したときにはどんな状

況なんでしょうか。別に細かい数字はいいんで

すよ。

おっしゃるとおり、他県と比○福田財政課長

べた場合に、本県より少ないところもあれば当

然多いところもあるという状況になっておりま

す。それぞれの財政状況にもよりますので、本

県としては、財政改革推進計画に沿って、この

基準をなるべく維持するような方向で持ってい
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きたいというふうに考えております。

今度は交付税とかそういった関係○宮原委員

になったときに、基金残高がそこそこあるじゃ

ないですかというのが交付税には何も影響して

こないものですか。

交付税には影響してまいりま○福田財政課長

せんので、そういう意味では、これが減ったほ

うが交付税がいっぱい来るとかいうメリットは

特段ありません。

もう一点、先ほど言えばよかった○宮原委員

んですけれども、臨時財政対策債と実質的な県

債残高との比率は、全国で大体こんなものなん

ですか。約で言うと半々というような感じです

ね。

、○福田財政課長 臨時財政対策債ですけれども

ここに書いてある１兆円と6,000億の差額がすべ

て臨財債というわけではありませんで、この中

で口蹄疫対策のときにつくった転貸債がござい

ますので、そういう意味では半分ということで

はなく、大体３割程度という状況になっており

まして、他県と比べて特段多いとか少ないとか

いうことはございません。

ありがとうございました。○宮原委員

西臼杵３町の消防常備化についてというとこ

ろで 長年常備化ができない状況で今回 平成27、 、

年には常備化になるということなんですけれど

も、人口的に言うと２万4,000～２万5,000人だ

というふうに思うんですけれども、ここでどれ

ぐらいの職員が必要になってきて、そして年間

でどれぐらいの経費がかかるということになる

んでしょうか。

その点につきましては、○厚山消防保安課長

先ほど御説明したとおり、３町の関係者の話に

よりますと、早目に協議会を立ち上げまして、

その中で体制も含めまして協議していくという

ような段階でございます。当然、職員数、施設

の場所、財政等々、今後検討がされるという段

階でございます。

今後検討されるということですけ○宮原委員

れども。消防署というのは大体定数が決まって

いるようですけれども、どこの消防署も財政的

な問題でしょうが、定数に満たない状況で運用

されているようにお聞きするんですけれども、

実際そんな状況なんですか。ある程度の定数が

決められているようなふうに聞くんですけれど

も。

消防力というお話かなと○厚山消防保安課長

思うんですが、これにつきましては、消防庁の

整備指針というのがございまして、例えば、署

所の数とか消防ポンプの数とか、救急車、職員

等々、ある程度の基準というものが算出される

と。例えば、救急車でございますれば１台につ

いて３人、それを補正係数等々で割り出すとい

うようなことでの基準というのはございますけ

れども、本県の場合は、基準についてはおおむ

ねクリアしておるというような状況かと思いま

す。

ありがとうございます。○宮原委員

関連してですけれども、消防力の○鳥飼委員

整備指針は、課長は来られたばかりでわからな

いかもしれませんけれども、全国で最低のほう

ですよ。消防職員も非常に少ない。ただ、消防

機器については 補助金もあってそれなりに 90、 、

％程度までいっていると思うんですけれども、

人については65％程度だったと思うんです。ア

バウトですけれども、かなり少ないんですよ。

だから、ドクターヘリを飛ばしたときに、着陸

とか、患者の搬送なり、受け入れとかいうこと

で消防職員が必要になりますね。水をまく場合

もありますし、安全規制で近くの人を規制する
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場合もある。ですから、消防職員の体制そのも

、のが極めておくれているということを ぜひ―

宮崎の現状をもう一回確認しておいていただき

たいと思います。ドクターヘリの運航上にもか

なりの課題があるというふうに思っていますの

で、そこはしっかりと押さえておいていただき

たいと思います。

関連して、西臼杵３町の消防常備化は大変よ

かったなと思うんです。各局長以下、関係の消

防本部の皆さん方の努力がやっと実ったなとい

うので、これは本当に特筆といいますか、評価

すべきことだというふうに思っているんです。

問題は、今言われたように、経費と要員をどう

するかということですね。救急車に３人、消防

車も要るわけですから、少なくとも５人は要る

わけですね。署長なり。24時間勤務ですから、

警察も一緒なんですけれども、24時間の当直、

そしてまた明けてというようなことですから、

それに明ける人たちも要るので、少なくとも10

人は要るわけですね。そのときの要員の人件費

なりというのが出てきますので、まだ今から議

論をされるということですけれども、ぜひ、相

。談に乗ってあげていただきたいというのが１つ

スタートをするときには、ほかの消防局から

応援をしてもらうというか、そのことが大事で

はないかなと思うんですけれども、署長会議と

か消防長会議とかあるだろうと思うんですけれ

ども、議題としてこの西臼杵３町の常備化につ

いては議論されておられますか。

消防常備化につきまして○厚山消防保安課長

は、先ほど説明したように、ここ何年かの重要

な県政の課題ということで 消防力の整備と―

いうことで先ほど基準を申しましたけれども、

確かに、本県の場合、重要な課題というふうに

受けとめております。その中で西臼杵３町につ

きましても、私の聞いたところでは、延岡市消

防本部等々からかなり協議をいただいたり、御

支援もいただきながら、今までも話をしてきて

おったということでございまして、残りの非常

備町村につきましても、県内の大きな課題とい

うことで、それぞれ各消防本部、消防団を含め

まして認識をしておるというふうに私も思って

おります。そういった状況でございまして、体

制につきましては、今後具体的にという話です

けれども、当然、地元からの要請等ございます

れば、我々も積極的にそういった場に参画しな

がら、でき得る必要な支援、これには全力を挙

げていきたいというふうに考えております。

そこでお願いしておきたいのは、○鳥飼委員

ここに県の支援ということで１団体80万という

のがあるんですね。ですから240万ですか 「こ。

れはあんまりじゃろうが」というような率直な

私どもの気持ちがあるんです。もうちょっと何

か考えていただきたいなということ。ここで答

弁は要りませんけれども。かなり苦労されてと

いうか、危機意識を持って立ち上げをされるわ

けですから、県がこれまで、つくってください

よというようなことでお願いなり、要請なり、

指導なりといいますか、そういうことをやって

きたわけですから、それなりのことを立ち上げ

に当たってやっていただく、また、それなりの

支援をしていただくということをお願いしてお

きたいと思います。

平成の市町村合併についてという○星原委員

ことで説明していただいたんですが。これまで

の合併の状況とかいろんな検証なんかもされる

中で 今現在、９市14町３村残って26市町村―

になっていますね。今後、残された14町３村、

この辺の合併のあり方というのも一方でまた考

えていらっしゃるんですか。それとも、今はこ
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の数字で宮崎県としては進もうというふうな思

いなんですか。どういうとらえ方をされていま

すか。

合併、これは国の動きも、○鈴木市町村課長

合併新法というのが昨年ですか、一応終了と。

後、基本的に積極的な合併の支援はしないんだ

けれども、例えば、合併の障害を除去するよう

なものは持ち続けながらということで、国につ

いても一段落と。そういう雰囲気は一つありま

す。本県についても、児湯地区であるとか、御

承知のように、あのあたりが協議会を立ち上げ

るまでに至らなかったんですけれども、各首長

、さんといろいろ意見交換をするんですけれども

合併という雰囲気の醸成までにはなっていない

ということです。私どもは、合併自体はもうい

いということではないんだけれども、究極的に

合併をしていって、財政的にある程度自治体を

強くしていくというのが一つの大きな効果があ

るので、そういう方向で持っていくんだけれど

も、今のところ、そういう動きはないので、基

本的には内部事務の共同化であるとか、定住自

立圏の政策課題に基づいた協定であるとか、そ

ういう地域の結びつきを高めていきながら将来

的な地域経営をやっていくということで考えて

いるところでございます。ですから、私どもと

しては、合併、合併という声は一応横に置きつ

つ、そういう連携を密にした形で助言をしてい

くというような立場で考えております。

一応一段落したということであり○星原委員

ますから、それはそれでいいとして、これまで

の10年間とこれからの10年を見通したときに、

国の財政もかなり厳しい状況でありますし、そ

れぞれ県も市町村もそうなんですが。そういう

流れの中で財政的な支援がちゃんと確保されて

いけば維持はできると思うんですが、これから

の10年間の中でそういう財政的な支援が本当に

これまでと同じような形の流れでいくものなの

かどうか、ちょっと私、不安なんですが、財政

的な面から見ての考え方というのは何かあるん

ですか。

委員おっしゃるとおり、こ○鈴木市町村課長

れまでと今後10年間を予測しますと、人口減少

というのが非常に大きな課題でございまして、

そうしたときのシミュレーションも団体ごとに

持っているんですけれども、それあたりを見詰

めますと、そもそも地方公共団体としてどうな

、 。 、のかなという 非常に不安がございます 一方

財政のほうも今回、消費税とかいろいろ不安は

ございますけれども、地方財政といいますか、

本県は非常に財政力が脆弱ですので、今後、同

じように地財が進むのかどうかというのもあわ

せて私どもも非常に不安を持っていますし、当

然、市町村もそこあたりは懸念しているという

ことは同じような状況です。ですから、今後10

年を同じようにずっと、過去過ごしたような形

でやるんだというふうなことはなかなか厳しく

なりますので、もう一回本気になって、そこあ

たりどういう形で、自治体をどうやって運営し

ていくのか、経営していくのか 特にそこに―

住んでいらっしゃる住民が最低限どういう行政

サービスを確保できるのかとかいうのを含めま

して、今後、市町村に対していろんな形でアン

ケートをします。また一方、合併しない団体に

ついても、今後10年、20年どうやっていくのか

というのをお互い意見交換しながら、いい形で

できるような形でこの委員会にもお示ししたい

と思いますので、今後１年間、しっかりそこあ

たりを踏まえてやっていきたいというふうに

思っております。以上です。

。○星原委員 よろしくお願いしたいと思います
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次に、先ほど竜巻・津波対策ということで説

明いただいて、津波対策のほうなんですが、南

海トラフの巨大地震ということで、４つが一緒

に起きた場合のことをとらえながら、いろいろ

今、対応されている、あるいは今後の対応の予

定ということなんですが、地震ですから、いつ

。 、起きるか想定されないわけですね そうすると

ここに掲げてあるような対応状況、あるいは今

後の対応の中を見て、対応していく中で、仮に

津波でいえば10～15メーターというような想定

をしたときに、どれだけの予算的なものとか、

あるいはどういう対処の仕方をしていったらカ

バーできるのか。カバーできない場合には、津

波が来る時間等を想定してどこにどういう形で

という、言葉だけじゃなくて、実際いつ起きる

かわからん、その中での対応の仕方を、今後、

財政面あるいはいろんな施設をつくる、そうい

う面からの考え方としてどのように持っていこ

うとしているのか、説明いただくとありがたい

んですが。

昨年の大震災を受けま○大坪危機管理局次長

して、ああいうことが起こり得るかもしれない

という前提で今、検討が進んでいるんですが、

内閣府が発表しました先般の資料にもあるんで

すが、これは、次の南海トラフの地震がこんな

ふうに発生するということを具体的に予測した

ものではないですと。ただ、事前の備えの一つ

として今後の防災対策の強化の契機になってほ

しい、そんなふうな説明がございました。した

がいまして、その15メーター、20メーターとい

うのがすぐすぐ発生するとか、ここ何年間で発

生するということは、科学的にといいますか、

過去の経験に基づいていいますと、非常に確率

としては低いんだろうと思います。まず備えな

くちゃならないのは、これまで想定していたよ

うな、過去に発生したようなレベルの地震・津

波対策、これをしっかりとまずはやっていくと

いうことが必要だと思います。例えば宮崎県で

いいますと、震度６程度の揺れ、津波でいった

ら最大で５メートルぐらいというのは、過去の

歴史から見ても十分起こり得るという想定で、

それについてはまずしっかりと備えていかなく

ちゃならないというふうに考えております。そ

れはハード面も含めてということですね。

一方で、今回想定されています南海トラフの

ような、ひょっとしたらこんなことが起こり得

るかもしれないということにつきましては、確

率からいうと非常に低いんでしょうけれども、

おっしゃるように、ゼロというわけにはいきま

せん。いつ発生するかわからないということも

一方では事実なわけで、それに関しては、ハー

ドで全部防ぐというのはなかなか難しいでしょ

うから、いかに避難をするか、いかに命を守る

かという観点で、ソフト対策のほうが中心には

なるかもしれませんけれども、そういった観点

で避難対策というものを十分に議論していく必

要があろうかというふうに考えております。

したがいまして、地震・津波対策に関しまし

ては、そういう二段構えで今後議論を整理して

進めていきたいというふうなことでございます｡

いつ起きるか、そんなに直近では○星原委員

ないという話も今、多少出たわけですが、去年

の東日本大震災も、南海・東南海のほうが話題

になってきていて、まさか、あそこで３・11の

あのような大規模なのが起きるということはそ

う騒がれていなかったわけです。それが現実と

して起きたわけです。ということは、いつ、ど

こで、どういう形のものが起きてくるわからん

わけですね。だから、そういう想定の中で、今

、 、の国の財政あるいは県の財政が厳しい中で 今
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ソフト面と言われたんですが、確かにそういう

ソフト面でどこまで力を入れて 今でも3,000―

名以上の方が行方不明の中、我々も昨年の６月

に岩手、宮城に行って、地震より津波のほうが

怖いなと。地震は今の建物とか道路の状況にど

れだけの 確かに死亡も出るか知らんけれど―

も、あれだけの大きな形の被害、あるいは人的

。 、被害も出たのは津波がかなり大きい ましてや

あれは昼間だったからあれで済んだけれども 12、

時間後の夜中の時間だったとしたら、まだいろ

んな形で被害も大きかっただろうなというふう

に思うんです。そういうことを想定して今やら

れるわけで、だから、県民の意識の部分とか、

あるいはできることを何からやっていくのか、

、現時点としてどういうようなことができるのか

そういったことを詰めながらしっかりした形で

積み上げていかないと 何でも忘れたころにやっ。

てくるわけであって、忘れないためにどうする

かということをしっかりやるべきじゃないかと

いうふうに思ったものですから。その辺のとこ

ろは十分検討され、いろんな計画の中に組み込

まれているだろうというふうに思うんですが、

その辺をもうちょっとしっかり、いつ起きるか

わからないという状況の想定の中で、県民に対

してもその辺のところを情報提供していってほ

しいというふうに思いますので、ぜひよろしく

お願いします。

ほかに質疑はありませんでしょ○黒木委員長

うか。

宮崎県業務継続計画について○渡辺副委員長

なんですが、本庁版ＢＣＰに目を通させていた

だいたんですが、去年からＢＣＰ、ＢＣＰとい

う話はよく特別委員会なんかでも聞いていて、

ただ、正直、イメージするのは、読むのに疲れ

るような文章が出てくるものなのかなと思って

いたら、いろんな仮想での少し物語のようなも

、 、のが加わっていたり 非常に読みやすい内容で

いい意味での予想外というか、印象を受けまし

た。こういう計画であれば、職員の方々は時々

目にして 集中して勉強するという話ではな―

くても、たびたび目にしていることで自然と吸

い込んでいくというようなことになるんだろう

なという、そういう印象を持ちました。

それで、たくさん聞きたいことはあるんです

が、別資料のほうの14ページ、15ページの中の

部分で、先ほど、有岡委員のところで、職員の

加入率がどのくらいかという話がありましたけ

れども、その下の段のところに安否確認メール

システムを早期に導入するというふうにありま

す。私もかつて民間の会社にいたときに、導入

されて、一定の震度以上の地震があるとメール

が来て、それに返信して、家族は無事、自分も

無事とか、家族がけがとか送って管理するとい

うのがあったと思うんですが、早期の導入をと

書いてありますけれども、実際、今の時点での

見通しは県庁としてはどうなんでしょうか。

この件につきましては、総務○柳田総務課長

課のほうで担当させていただいておりますが、

昨年度末から総務部内で練習みたいな形でやっ

てみたというところでございます。早期に訓練

を実施したいとは思っているんですが、今現在

はスムーズにいくのかどうかの練習を行ってい

ると。そしてもう一つは、メールのデータを個

人個人からいただかないといけませんので、そ

ちらをもらっているというような状況でござい

ます。

続けて、例えば右のページに○渡辺副委員長

も、個々の職員の皆さんが何分で登庁できるか

予定を立てておくとか、いろんなことが書いて

ありますので、この中にはこういうことができ
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るようにしておきましょうということがたくさ

ん盛り込まれているわけですけれども。計画の

中でうたっている水準というか、こういうふう

になっておかなければならないということがた

くさんあるわけですが、この中で問題提起して

いる水準を、いわば、すぐにあしたにでもやり

なさいと言ってもなかなかな面があると思うん

ですけれども。現実的には、県としては、この

計画の中で問題提起している基準をいつぐらい

までに満たして、この計画で言っている体制を

いつぐらいまでにとれるようにしたいという考

えでいらっしゃるのか、お伺いします。

冊子の３ページをごら○大坪危機管理局次長

んいただけますでしょうか。下のほうに「具体

的な実施要領の作成」ということをうたってお

りまして、このＢＣＰの本文でいろいろと記し

たことについて、項目別に具体的に何年度まで

にはどういうことをするとか、そういう年次計

画ですとか、もう一つは、いざ大災害が発生し

たときに30分以内に何するとか、１時間以内に

は何するとか、項目別に具体的な指標を作成す

ることにいたしています。まさに今、その作業

をやっている最中でございまして、それをセッ

トにして、できましたら来月あたりから正式に

運用をスタートしたいというふうに考えている

ところでございます。

本会議の一般質問の中でも坂○渡辺副委員長

口議員の質問であったと思うんですが、先ほど

星原委員の中にもありましたが、発生がもし夜

中であるとか、休日であるとか、県庁に大方の

職員の方が不在の時点で３・11並みのものが起

―きたと。もし、あの規模のものが起きれば

起きてみないとわからないところはありますけ

れども 県庁の周辺も津波での被害が出る可―

能性がある。その中に職員の方々が集まってく

る。被害の状況で一部の方が来られないという

状況であれば、事業の推進はできないというほ

どの状況ではないかもしれませんが、かなりの

方が津波で物すごく影響が出ているところに出

てくることができないというような事態はどの

ぐらい想定していらっしゃって、その場合には

どういう対応の推進の仕方を考えていらっしゃ

るのかという面はいかがでしょうか。

今度は28ページをごら○大坪危機管理局次長

んいただけますでしょうか 「本庁舎が使用でき。

ない場合の対応」ということについて、考え方

を整理しております。そこに判断基準というこ

とで入れていますように、①、②、③のような

場合には、本庁舎で業務をすることができない

という判断がなされれば、下のほうにございま

すように、代替施設をあらかじめ調査をいたし

ておきまして、①から⑤の順番で使えるか使え

ないかということを判断していく。そういうこ

とで、その候補地の中で最もよいところで代替

の業務をやっていく、そんなふうな整理の仕方

をいたしております。

よくわかりました。○渡辺副委員長

この県の本庁版ＢＣＰなんですが、これから

地域版をつくったりさまざまな活用の仕方はす

ると中にありましたけれども。県でつくって、

県はこういう計画を持っていますとつくるだけ

ではなく、ほかの市町村にしても民間の会社に

しても、場合によっては自治会とか地域団体と

かも、もっときわめて言えば家庭版のＢＣＰを

みんなが持つべきものなんでしょうけれども。

そういう意味では、県がこういうものをつくっ

て、計画を持っていますというところにとどま

らずに、ある意味、広く広報できるような素材

としてこれを活用して、一つのモデルとして、

宮崎のいろんな方々がこういうのを工夫しなが
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らつくっていくのに生かせるような素材という

ものにもなるんじゃないかという気が きょ―

う読ませていただいて しましたので、そう―

いう意味での対応というのもあってもいいのか

なという印象を受けましたので、これは意見で

あります。

補足させていただきま○大坪危機管理局次長

すと、既に市町村でも宮崎市と延岡市から話が

ありまして、参考にさせてほしいということで

したので、差し上げて御説明をした次第でござ

いますので、十分に全県的に普及するように利

活用してまいりたいと考えております。

できればもう一歩踏み込んで○渡辺副委員長

興味のある方は県のホームページを見て中―

身を把握することはできると思うんですが。も

ちろん県の事業を維持し継続するための計画で

はあるんですけれども、中身を読めば、個人が

こういうときにどう対応していけばいいのか、

家族でどう対応していけばいいのか、地域で対

応していけばいいのかというのにも通ずる要素

がたくさんあると思うので、一般の方にも何ら

か目に触れられるような形まで工夫があったら

いいなというふうに思います。

ほかに質疑はありませんでしょ○黒木委員長

うか。ないようでしたら、その他に移りたいと

思いますが、よろしいでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後２時57分休憩

午後３時１分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

その他で何かありませんでしょうか。

先ほども法令遵守、コンプライア○宮原委員

、ンスの徹底ということであったんですけれども

各委員会によく議案として、損害賠償の議案が

出てきますね。そのときに、それぞれ金額とか

が載ってくるんですけれども、他県の状況を見

、 、 、たときに 所属 氏名の公表がなされていたり

氏名だけが公表されていたり、委員会の資料に

そういった所属やらが添付されてくるとかとい

う状況の県もそこそこあるんですね。また、教

育委員会の不祥事の問題が出ましたね ああいっ。

たときに、氏名の公表とかされているところも

あるというふうに思っているんです。本県とし

てはそういう公表はされていないようですけれ

ども、公表されない理由という部分、なぜ公表

されないのか、そのあたりを聞かせてもらえな

いかなと思っております。

まず、議案について御説明い○福田財政課長

たします。議案になぜ職員の名前を書かないの

かというところからですけれども、あくまでも

損害賠償の当事者といいますのは、県の職員と

相手方ではなくて県と相手方ということになり

ますので、そういう意味で、議案につきまして

は、損害賠償の当事者を特定するために必要な

情報ということで、県と相手方について記載し

ているところでありますが、県職員については

氏名は記載していないというのが現状でありま

す。

もう一点の懲戒処分の関係で○武田人事課長

ございますけれども、まず、懲戒処分につきま

しては、公務員として秩序維持のために非行行

為があった職員を戒め、また公務に邁進させる

ことが本来の目的ということで、いわゆる社会

的制裁を加えるということを目的としておりま

せんので、そういう意味で個人を特定されるよ

うな事項については公表を行っておりません。

ただ、平成12年に「懲戒処分の公表基準」とい

うのを設けまして、現在、本人の重大な法令違

反または非行の場合で、社会的に及ぼす影響が
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、 、著しい事案につきまして 免職という場合には

、 、 。原則として所属 職 氏名を公表しております

以上でございます。

２つ一遍に質問してしまいました○宮原委員

のであれですけれども、損害賠償については相

手が県だということは理解できるんです。そう

いうことを起こしてしまった人は反省はするん

だというふうに思いますけれども、氏名までを

ということでなくても、議案書の中で所属、氏

名を公表されているところが７県ほどあります

ね。氏名のみというところもありますし、所属

が12県ということであるようです。また、専決

報告書の中でもそういったような状況があるよ

うですから、多少緊張感を持たせるという意味

では こういった事故をする人、事故という―

か、いろんなこういうことをやられる方という

のは、違反もそうなんですけれども、繰り返し

される方が結構多いように感じるんですけれど

も。そのあたりについては多少の緊張感を持た

せる意味では、氏名の公表まではなかなかとい

うことであれば所属というところあたりまで出

ると 所属されているところには、その前に―

連絡が入るのかもしれませんけれども そう―

いう部分があっていいんじゃないかというふう

に思っているところです。

それともう一つ、今度は免職になった方につ

いては、逆に言うと県と切れるわけですから、

名前が出てもしようがないということなのかな

とも思いますけれども、免職になるぎりぎりで

例えば悪質性の高いようなもの 何がとは私―

は基準は言えませんけれども、そういった部分

は公表されたほうが……。難しいですけれども

ね。公表するとなかなか難しいのかなという気

もしますけれども、今のところは公表されてい

ない。12年でしたか、一つの基準を見直したと

いうことですけれども、その後、いろんな行革

をやられていますけれども、その部分について

の意見交換なり調整なり、研究・検討というの

はなされたことはないんでしょうか。

先ほど御説明が足りなかった○武田人事課長

んですけれども、12年５月に懲戒処分の公表基

準というのを設けまして、そのときには被処分

者の所属名、職位、年齢等を公表しておりまし

たけれども、平成16年に初めて、免職処分につ

いてはそういう条件で氏名を公表するように

なったということで、その状況の中で免職処分

については一部氏名公表まで検討していったと

いうことになります。ただ、全国の状況とか、

そのあたりも今、調査をしているところなんで

すけれども、すべての氏名を公表というような

基準を設けているところが鳥取県と和歌山県で

ございます。ただ、この県につきましては、一

応そういう形で公表をするという基準は設けて

おるんですけれども、もし公務内で公表してし

まいますと、誹謗中傷なり差別等起こって、な

かなか業務に邁進できないという状況もありま

して、マスコミ等が名前を知ったとしても、例

えば新聞等に載せないとか、そういう形で、基

本的な実態としては、全国的に免職が氏名公表

はされておりますけれども、停職以下の処分に

ついては出されていないというのが実態のよう

でございます。

なぜ、こういうことを言うかとい○宮原委員

うと、教育委員会でいっぱいこういうのが出て

きているものですから、県民から「何をやって

いるんだ」というような部分が出てくるもので

すから、こういうふうにどんどん出てくるとい

うことになると…… 多分 ここにいる委員だっ。 、

てちょっとしたことで何か起こると、多分次の

選挙は通らないというふうに思うんです。やっ
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ぱり緊張感を持って４年間の任期を全うするし

かないという状況で仕事をやっていますので、

公務員の方も一回入ったら定年まではきっちり

と身分は保障されるわけですから、ちょっとし

たことがということではなくて、その緊張感を

持つということが大事かなというふうに思いま

す。たまたま教育委員会でああいう状況がどん

どん続いたということもありますので、そのあ

たりについては、名前が公表されないからとい

うことではなくて、その緊張感を持たせるとい

うことで、全職員に対してきちっとした方向を

出されたほうがいいのかなというふうに思いま

した。公表しろということではないんでけれど

も、その緊張感を持つということをやられたほ

うがいいのかなという思いがありましたので、

質問をさせていただきました。

特に、今回の６月議会に提出○四本総務部長

いたしました議案の中で、たしか、全部交通事

故絡みだったと思いますが、基本的に職員の交

通事故が多いということでございまして、これ

につきましては、人事担当部長としてまことに

遺憾と申し上げますか おわびを申し上げなきゃ、

いけませんし、事故防止ということをまたさら

に徹底させていただかなきゃいけないというふ

うに思っております。

まず、損害賠償の議案といいますのは、今回

は交通事故関係でございましたけれども、いろ

んな損害賠償ということがございますので、そ

ういうことも含めて、その名前を公表すること

でどういった影響があるのか。例えば、いろん

な事案について、どういうものは公表するとか

しないとかという、そのルールといいましょう

か、あるいは教育委員会とか他任命権者との協

議もやりながら、今後、議会のほうとも十分協

議をさせていただきながら検討させていただき

たいというふうに思っております。

ありがとうございます。所属のみ○宮原委員

とか、所属、氏名を出されている県がたくさん

ありますので、それで悪影響が出るようだった

らまた話になりませんので、そのあたりがどう

いうような状況になっているかというのも、初

めてやるわけではなく、別のところがやってい

るので、検討なり調査をやられたら非常に今後

のためにはなるんじゃないかと思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。

この件について何かほかに。○黒木委員長

関連してというか、切手の不正処○鳥飼委員

理で免職になった人がありましたね。あれは新

聞に出たりするんです。だから、僕が思うに、

本人はけしからんことをやっているから当然の

処分だと思うんですけれども、その家庭に小学

生ぐらいの子供がいた場合を思ったりするんで

す。ですから、ああいう基準を設けたときにそ

んな議論はどんなふうにされたのかなと思った

りするんです。当時の方はおられんかもしれま

せんけれども、その辺のことについて何か一定

の整理したものがありますか。確かにけしから

んことだから、それで処分を受けるというのは

当然ではあるんですけれども、そのことで小学

生、中学生 高校生ぐらいまでになればそれ―

なりの自立はできる。いじめの対象になったり

とかいうことを考えたりしたときに、確かにそ

ういうのは必要なんですけれども、どうかなと

いつも新聞を見るたびに、説明があるたびに思

うものですから、そういうことについて一定の

議論などをされたことがあるのか、考え方が整

理してあるのかなと思いまして、お尋ねしまし

た。

公表に当たりましては、先ほ○武田人事課長

ど申し上げましたように、一つは、社会的に大
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きな影響を及ぼすような悪質な事件とか、そう

いうのに限って免職事案でも公表しておるとこ

、 、ろなんですけれども 委員が言われますように

相手方がいて、それで公表するとどうしても影

響が出る場合とか、そういうことについては配

。 、慮が必要な部分もあります そのあたりは当然

非違行為をした相手方との話とか、そういうの

も聞きながら判断はしているところでございま

すけれども、どうしても事件の内容からすると

刑事事件になったり、マスコミ等で公表される

事案が多いですので、そういうところは、免職

事案になった場合には、同じように氏名を公表

せざるを得ない状況があろうかなというふうに

考えております。そういう経緯で今の基準が定

まっているというふうに考えております。

暫時休憩いたします。○黒木委員長

午後３時15分休憩

午後３時15分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

、○星原委員 財政課長にお伺いしたいんですが

今回の一般質問の中でうちの坂口議員のほうか

、ら出ました地域自主戦略交付金の件なんですが

宮崎県が24年度で83億3,300万、鹿児島県が154

億4,100万円と数字が出てきていたわけですが、

継続事業の事業量に対して算定されるという内

閣府の発表になっているんですね。そうなると

宮崎県は継続事業が少なかったから数字的にこ

ういう算定をされたと。我々から見ると、宮崎

県の今の経済・雇用の状況、特に公共事業費な

んかは毎年削減になって、業者も倒産、廃業、

いろんな問題も起きているわけで、できればこ

、ういう数字を少しでもふやして 県内の景気―

あるいは業者の育成、地域の産業の活性化とい

ろんな効果が出るわけですね。それについて、

数字がこれだけ低いというのはちょっと解せな

い部分があるんですが、今の時点としてはこの

辺はどういうふうに判断したらいいんですか。

一括交付金につきましては、○福田財政課長

今、御指摘がありましたとおり、全体のおおむ

ね８割が各都道府県の要望する継続事業の見込

み額を基礎にしております。残りの部分が道路

延長や財政力などの客観的な統計指標に基づい

て配分されるという仕組みになっています。私

もまさに同じような思いを持っておりまして、

継続事業分で配分するのではなくて、むしろ客

観的な手法によって配分すべきだという考えを

持っておりますので、先日も、知事会のワーキ

ンググループみたいなものがありまして、そこ

に行ってそういう主張をしてまいりました。客

観的な指標の配分割合がより高まっていくよう

に、内閣府に対しても今、要望をしておるとこ

ろであります｡

財政力の弱いところは強いところ○星原委員

と比べたら 継続事業というのは県負担の部―

分もあるわけですから、そうなってくると、弱

、いところはそれだけのものの仕事量がなければ

今度は一括交付金も少ないとなると、余計格差

がついてきますね。その辺のところが、今、要

望していくということなんですが、去年は68億

ちょっとだったわけで、去年よりかことしはふ

えてはいるんですが、去年なんか鹿児島の半分

以下になっているわけです。そうすると余計、

、いろんな意味で社会資本の整備もおくれていく

あるいは県民所得の格差も出てくるだろう。あ

るいは雇用の面でも、倒産したり仕事がなくな

、れば雇用不足の部分も生じてくるだろうという

そういう面が極端に出てくるということは去年

の段階でわかっているわけですね。今、課長は

要望していくということだったんですが、去年
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の段階でもそういう形でやってこられて、そし

てことしも同じようなやり方をされたのかどう

か、その辺はどうなんですか。

去年の段階から同じような問○福田財政課長

。 、題意識を持っておりました 知事のほうからも

記者会見の折などに、客観的指標にそれまでな

かった未改良の道路延長を加えてほしいという

要望をしまして、それが今年度の配分から改正

に織り込まれまして、今年度からは客観的指標

に、道路延長に加えまして未改良道路延長が加

わっているという改善がなされております。

そのかいもありまして、全国の総額に占める宮

崎県の割合というのは若干ふえております。た

、 、だ ８割が継続事業で配分されておりますので

そこの部分についてさらに改善していただくよ

、 。うに今 要望をしているという状況であります

今回の一般質問でそれぞれ出た中○星原委員

に、広域行政機構の問題で、国土交通省なんか

。の３つのいろんな移譲の問題等が出ていますね

そういうことを考えたときに、このままこうい

う形が進んで差がつく中になってきたら、そう

いう状況が今後生まれてきたときには、我々宮

崎県は相当不利になっていくんじゃないかなと

いう感じがするんです。そうすると、若い人た

ちが地域に残るための仕事というのも、雇用の

部分からいっても、そういうものがない限りは

、宮崎の将来はないというふうに思ったときには

やっぱり元気を出していくためには景気がよく

なっていかなくちゃいけない。金が市場、地域

、を回らなくちゃいけないという原理からいけば

１億円でも２億円でもより多く獲得しなくちゃ

いけない。

九州管内でも、交通インフラなんかを考えた

ときには、一方では新幹線が通ったり高速道路

も通っている中で、宮崎県は単線で、高速道路

もまだつながらない。そういう厳しい状況の中

でこのまま進むとしたら、非常に格差が広がっ

て、若い人たちが宮崎県に将来性を持てないん

じゃないかなという気がするんです。金の部分

だけじゃなくて、精神的なものやらいろんな地

域の問題も格差が出てくればそういう影響も出

るだろうというふうに思うわけです。

今、要望はしているということなんですが、

実態はこうだということをこの２年間で出た数

字を見ても 熊本なんかは政令市になって、―

熊本市の金も40億以上になっていたんじゃない

かなと思うんです。数字的な面で見ると熊本、

鹿児島、宮崎と比較したときには、いろんな意

味で格差があり過ぎると私は思うんです。知事

も中央の総務省出身で来ているわけですし、そ

ういう面から言えば、我々が知事に期待したの

は そういう予算獲得とか中央とのパイプの―

部分で厳しいところもあって知事を選択したと

思うんです。我々議会もそういう面が多かった

のかなという思いがするものですから。それが

この２年の一括交付金の状況だけ見てもこうい

う格差をつけられているということに非常に憤

。 、りを感じるんです もう少しその辺のところを

総務部長、知事あたりとも協議をして、しっか

りその辺の対応をしていかないと、宮崎県は本

当におくれておくれて、将来に期待を持てない

という思いがありますので、その辺について何

か考えがあれば、ぜひ、意見を聞かせていただ

くとありがたいんですが。

大変厳しいといいますか、あ○四本総務部長

る意味ごもっともな御意見であると思っており

ます。今までもいろんな格差があって、それの

解消を目指していろんなことをやってきたわけ

でございますが、ここに来てまだこういうもの

があるということは私も非常に遺憾に思ってお
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りますし、知事に対してそういう面の御期待が

あったということも、これまた本当であろうと

思いますので、委員会といいますか、議会とし

てのその辺の御意見を知事にも当然またお伝え

しながら、今後どうしていくかということを検

討させていただきたいと思います。

検討はいいんですが、今の宮崎県○星原委員

の置かれている状況というのは非常に厳しいわ

。 、 、けでありますから 特に こういう事業の場合

継続事業ということになると、皆さん方のとこ

ろもそうですが、８割という話ですから、県土

整備部の事業自体をどれだけ上げるか、上げ方

の問題も一方じゃあるのかなという気もするん

です。去年の時点で差がこれだけあるというこ

とであれば、ほかの県と比較して、何が宮崎県

はこういうふうな数字になっていってこういう

、 、形になっているのか 原因をはっきりつかんで

次の年にそれを生かしていくやり方をとらない

限りは 要望だけじゃなくして、九州なら九―

州管内の実態を調べて 何がそういうことになっ、

たのかということをちゃんと調べた上で要望に

行って 「これですよ。何でこうなるんですか」、

という、そういう求め方をしないと。予算を下

さいだけで果たして予算が回ってくるかどうか

というのは私はわからない。宮崎県の姿をちゃ

んと映し出して、他県との比較の中でこうだと

いうことをちゃんと説明しないと、本当の意味

での理解が求められるかどうかわからないと思

うんです。どこの県も、前年度より少しでも多

くもらおうとして、いろんな形で計画なり、あ

るいは予算を上げたり、いろいろするだろうと

思うんです。そういう点もしっかりしていかな

いと 今のままではより厳しくなってくるんじゃ、

ないかなと思いますので、ぜひ、その辺のとこ

ろは検討いただければというふうに思います。

どうかお願いしておきます。

ほかにありませんでしょうか。○黒木委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、質疑を終わります。○黒木委員長

続きまして、請願の審査に移ります。

請願第20号について、執行部からの説明はご

ざいませんか。

特にございません。○大坪危機管理局次長

それでは、委員から質疑はあり○黒木委員長

ませんか。

、○鳥飼委員 局長か次長でもいいですけれども

確認をしておきたいと思います。中に国家的緊

急事態を云々というのがあるんですけれども、

「緊急事態」ということの定義というものはど

。 。こかにありますか 国で議論をされているとか

あったらお聞かせいただきたいと思います。

この請願が意味すると○橋本危機管理統括監

ころというのは、正確には必ずしもわかりませ

んけれども、かつて緊急事態基本法について、

当時の自民党、民主党、公明党等でそれを制定

していこうという動きがあったときに、その中

で触れられている言葉といたしましては、外部

からの武力攻撃、テロリストによる大規模な攻

撃、大規模な自然災害等の国及び国民の安全に

重大な影響を及ぼす緊急事態を対象に議論して

おこうという議論がされたという経緯は承知し

ております。

確かな定義というか、そういうの○鳥飼委員

はないのかなと。わかりました。

それから、災害対策基本法についても触れら

れているんですが、災害対策基本法は、市町村

が一義的な役割をということになっているかと

思いますけれども、国・県・市の役割について

どうなっているのかお尋ねします。

災害対策基本法でのそ○橋本危機管理統括監
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れぞれの県、市町村等の役割についてでござい

ますけれども、先般、本会議でも御質問いただ

きましたが、まず、市町村は、それぞれの地域

における防災計画を策定し、実際に実施すると

。 。いうところ 市町村を原則といたしております

その上で都道府県の責務といたしましては、県

の計画をつくる、それから市町村の協力を得て

ということになりますけれども、実施すると。

それと、市町村のバックアップをするというも

の、あるいは広域的な連携、あるいは自衛隊、

警察等の関係機関との連携、この連携の部分を

県が担うというふうになっておるところでござ

います。その上で国については全体を統括する

ということになっているところでございます。

この中でもありますように、原発○鳥飼委員

事故への対応のおくれとかいうのがあるんです

けれども、原子力利用の大綱を定めています原

子力基本法というのを抜本的に見直すことが大

事じゃないかなと思うんですけれども、この状

況についてお尋ねします。

国において、原子力基○橋本危機管理統括監

本法の問題もありますし、あとは規制と推進を

切り分けるということで、原子力規制庁をどの

ように設置していくかというところも今回法案

として提出され、それが与野党協議でどのよう

にやっていくかということが見直されていると

ころでございまして、その中で、この請願との

関係では、国家として今までできないことをど

うしていくかというところまでの議論が、今時

点で積極的になされているものではないという

ふうに理解しております。

わかりました。ありがとうござい○鳥飼委員

ました。

ほかにありませんか。○黒木委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、それでは、○黒木委員長

以上をもって総務部を終了いたします。執行部

の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時30分休憩

午後３時33分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、あす、

行いたいと思います。開会時刻は13時30分とし

たいのですが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○黒木委員長

します。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようでしたら、本日の○黒木委員長

委員会を終了したいと思いますが、よろしいで

しょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして本○黒木委員長

日の委員会を終わります。

午後３時33分散会



- 57 -

平成24年６月21日（木曜日）

午後１時28分再開

出席委員（８人）

委 員 長 黒 木 正 一

副 委 員 長 渡 辺 創

委 員 外 山 三 博

委 員 星 原 透

委 員 宮 原 義 久

斌 彦委 員 岩 下

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 馬 場 輝 夫

議 事 課 主 査 佐 藤 亮 子

委員会を再開いたします。○黒木委員長

まず、議案の採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか。一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決いたし○黒木委員長

ます。

議案第２号、報告第１号及び報告第２号につ

いて、原案のとおり可決または承認することに

御異議ございませんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○黒木委員長 御異議なしと認めます よって

議案第２号外２件については、原案のとおり可

決または承認すべきものと決定いたしました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

請願第16号の取り扱いはいかがいたしましょ

うか。

。○鳥飼委員 私としては採決していただきたい

請願第16号については採決との○黒木委員長

意見がございますので、お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ありま

せんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、請願第16号の賛否を○黒木委員長

お諮りいたします。

請願第16号について、採択すべきものとする

ことに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

挙手少数。よって、請願第16号○黒木委員長

は不採択とすることに決定いたしました。

次に、請願第19号の取り扱いはいかがいたし

ましょうか。

暫時休憩いたします。

午後１時30分休憩

午後１時40分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

請願第19号の取り扱いはいかがいたしましょ

うか。

この請願は、紹介議員を見ても全○鳥飼委員

会派でしているから、早目に結論を出していっ

たほうがいいんじゃないかなと。

、○黒木委員長 採決との意見がございますので

お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ありま

せんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、請願第19号の賛否を○黒木委員長

お諮りいたします。

請願第19号について採択すべきものとするこ
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とに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

挙手全員。よって、請願第19号○黒木委員長

は採択とすることに決定いたしました。

次に、請願第20号の取り扱いはいかがいたし

ましょうか。

確かに、請願者の願意の中にもな○鳥飼委員

るほどというところもあるんですけれども、た

だ、私が執行部にただしたように、災害対策基

本法の改正とかいろんなことで対応できる部分

もあるんじゃないかと。軍事面については全く

私どもがどうこうと言うことはできないし、基

本的にはもう行き着くところになったら、石原

知事みたいに言えば、結局、戦争をするのかと

いうようなことにもなりかねない内容にもなっ

てくるので、もう少し慎重に審議してもらった

ほうがいいかなというふうに思います。

我々は、会派の２人が紹介議員に○星原委員

なっていますので、ぜひ採択へと思っていると

ころなんですが、今、鳥飼委員のほうから出ま

したように、これからの課題ということで、ど

うしても無理なら継続にはしていただきたいと

いうことでお願いしたいんですが。

それでは、継続をという意見が○黒木委員長

ありましたが、請願第20号を継続審査とするこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

挙手全員です よって 請願第20○黒木委員長 。 、

号は継続審査とすることに決定いたしました。

ただいま、請願第19号が全会一致で採択とな

りましたが、請願第19号は意見書の提出を求め

る請願であります。意見書案につきまして、何

か御意見はありませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後１時43分休憩

午後１時44分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

お諮りいたします。

意見書案の内容につきましては、意見書案の

とおり、当委員会の発議とすることに御異議ご

ざいませんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ございませんので、その○黒木委員長

ように決定いたします。

、 。次に 委員長報告骨子案についてであります

委員長報告の項目として、特に御要望等はあ

りませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時44分休憩

午後１時59分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いま御意見をいただきました、地域自主戦略交

付金の確保、それから記紀編さん1300年記念事

業等を中心として、正副委員長に御一任いただ

くということで御異議ありませんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○黒木委員長

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「総合政策及び行財政対策に関する調査」に

、 、ついては 継続審査といたしたいと思いますが

御異議ありませんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○黒木委員長 御異議ありませんので その旨

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。
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午後２時０分休憩

午後２時10分再開

委員会を再開いたします。○黒木委員長

７月20日の閉会中の委員会につきましては、

委員会を開催することに御異議ありませんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○黒木委員長

す。

次に、県外調査についてであります。

県外調査につきましては、８月28日から30日

にかけて、ただいま聞いた内容について実施す

ることとし、詳細については正副委員長に御一

任いただくということで御異議ありませんか｡

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○黒木委員長

します。

なお、具体的な行程につきましては、後日連

絡しますので、よろしくお願いいたします。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、何もないようですの○黒木委員長

で、以上で委員会を終了いたします。

午後２時10分閉会




